
 

別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－８８ 

 

(ロ)-A-92 

 

 

(4)-② 

 

 

 

 

 

 

〃 

ロ－Ａ 

－８９ 
a. 解析モデル 

Ａ.5.1.3 と同様に、主に三次元有限要素を用いた(ロ)-第Ａ.8 図に示す三次元 1/2

解析モデルを用いる。 

(ロ)-A-93 a. 解析モデル 

(ロ)章 A.5.1.3 と同様に、主に三次元有限要素を用いた(ロ)-第 A.8 図に示す三次

元 1/2解析モデルを用いる。 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－８９ 
① 荷重条件 

水平落下時に作用する荷重は次のとおりである。 

(ロ)-A-93 ①荷重条件 

0.3m自由落下試験のうち水平落下(以下「0.3m水平落下」という。)時に作用する荷

重は次のとおりである。 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－８９ 
② 境界条件 

上・下部の緩衝体が取付く面（反力を受ける面）の上・下それぞれ 1 箇所の落下方

向の変位を拘束した。また、0°－180°面の対称面において、対称面直交方向の変位

を拘束した。 

 

水平落下時に作用する荷重条件及び境界条件を(ロ)-第Ａ.21図に示す。 

(ロ)-A-93 ②境界条件 

上・下部の緩衝体が取り付けられる面(反力を受ける面)の上・下それぞれ 1箇所の

落下方向の変位を拘束した。また、0°-180°面の対称面において、対称面直交方向の

変位を拘束した。 

 

0.3m水平落下時に作用する荷重条件及び境界条件を(ロ)-第 A.21図に示す。 

 

(4)-② 

 

 

 

〃 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のため

の違いは省略する。 

変
更
前 

ページ ロ－Ａ－９０ 

 

 

変
更
後 

ページ (ロ)-A-94 

 

 

変
更
内
容 

(4)-① 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－９１ 
c. 解析結果 

水平落下時の主要な位置（(ロ)-第Ａ.20図参照）に対する一次応力強さの評価結果

を(ロ)-第Ａ.25表に、（一次＋二次）応力強さの評価結果を(ロ)-第Ａ.26表に示す。

表に示すように、すべての評価位置においてＡ.1.2に示す解析基準値を満足する。 

(ロ)-A-95 c. 解析結果 

0.3m 水平落下時の主要な位置((ロ)-第 A.20 図参照)に対する一次応力強さの評価

結果を(ロ)-第 A.25 表に、(一次＋二次)応力強さの評価結果を(ロ)-第 A.26 表に示

す。表に示すように、全ての評価位置において(ロ)章 A.1.2に示す解析基準値を満足

する。 

 

(4)-② 

 

〃 

ロ－Ａ 

－９２ 

 

(ロ)-A-96 

 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－９３ 

 

(ロ)-A-97 

 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－９４ 

 

(ロ)-A-98 

 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－９５ 

 

(ロ)-A-99 

 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－９５ 
注 2) σm：平均引張応力、σm＋σb：平均引張応力＋曲げ応力 (ロ)-A-99 注 2) σm：平均引張応力、σb：曲げ応力 (4)-② 

ロ－Ａ 

－９７ 

 

(ロ)-A-101 

 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－９９ 

 

(ロ)-A-103 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１００ 
b. 内圧による応力 

内圧Ｐ0により生じる各方向応力は、1.(3)と同じである。 

(ロ)-A-104 b. 内圧による応力 

内圧 P0により生じる各方向応力は、(ロ)章 A.5.3.2の 1.(3)と同じである。 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１００ 
以上の諸式を用いて計算した結果を(ロ)-第Ａ.29表に示す。燃料被覆管に発生する応

力は基準値以下である。 

(ロ)-A-105 燃料被覆管に生じる応力の計算条件と計算結果を(ロ)-第 A.29表に示す。表に示すと

おり、燃料被覆管は解析基準値である燃料被覆管材料(ジルカロイ-2)の 260℃における

降伏応力を満足している。 

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－１００ 

 

(ロ)-A-105 

 

(4)-② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〃 

ロ－Ａ 

－１０１ 
３．コーナー落下 

(ロ)-第Ａ.18表に示すように、コーナー落下時の衝撃加速度は、垂直落下及び水平

落下時に比べて小さく、垂直及び水平落下時に比べて条件が厳しくない。ただし、頭

部コーナー落下時は、頭部垂直落下時と違い蓋部に作用する緩衝体の圧潰力が蓋全面

に作用せず内部の収納物等による慣性力が蓋を介して蓋ボルトに作用する。 

(ロ)-A-106 3. コーナー落下 

(ロ)-第 A.18表に示すように、コーナー落下時の衝撃加速度は、垂直落下及び水平

落下時に比べて小さく、垂直及び水平落下時に比べて条件が厳しくない。ただし、頭

部コーナー落下時は、頭部 0.3m 垂直落下時と違い蓋部に作用する緩衝体の圧潰力が

蓋全面に作用せず内部の収納物等による慣性力が蓋を介して蓋ボルトに作用する。 

 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１０１ 
Ａ.5.4 積み重ね試験 

本項の条件として、輸送物の 5 倍に相当する荷重または鉛直投影面積に 1.3×10-2 

MPa のいずれか厳しい方を負荷することになっている。本輸送物の場合、輸送物の構

造解析上での総重量 1.326×105 kgの 5 倍に相当する 6.630×105 kg（6.51×106 N）

の荷重の方が、本輸送容器の鉛直投影面積に 1.3×10-2 MPa を乗じて得た値に相当す

る荷重より大きいので、6.630×105 kg（6.51×106 N）の荷重が輸送容器の軸に垂直

な方向にかかる場合及び軸方向にかかる場合について行う。 

(ロ)-A-106 A.5.4 積み重ね試験 

本項の条件として、核燃料輸送物の重量の 5倍に相当する荷重又は鉛直投影面積に

1.3×10-2MPa を乗じて得た値に相当する荷重のうち、いずれか厳しい方を 24 時間負

荷することになっている。本核燃料輸送物の場合、核燃料輸送物の構造解析上での総

重量 1.326×105kgの 5倍に相当する 6.630×105kg(6.51×106N)の荷重の方が、本輸送

容器の鉛直投影面積に 1.3×10-2MPa を乗じて得た値に相当する荷重(軸に垂直な方向

の場合：2.50×105N、縦方向の場合：1.27×105N)より大きいので、6.630×105kg(6.51

×106N)の荷重が連続して輸送容器の軸に垂直な方向にかかる場合及び軸方向にかか

る場合について評価を行う。 

 

(4)-② 

〃 

〃 

 

(4)-① 

 

(4)-② 

〃 

ロ－Ａ 

－１０１ 
１．軸に垂直な方向の荷重の場合 

本輸送物では、容器本体を円筒構造とみなして、最も厳しい条件として(ロ)-第

Ａ.24図に示すようにし、長さＬ、外径ｄo（胴外径）、内径ｄi（胴内径）の円筒（胴）

を横置きにして両端を単純支持し、鉛直方向に 6.51×106 Nを等分布荷重として負荷

する場合について解析する。 

(ロ)-A-106 1. 軸に垂直な方向の荷重の場合 

本核燃料輸送物では、容器本体を円筒構造とみなして、最も厳しい条件として(ロ)-

第 A.24図に示すようにし、長さ L、外径 do(胴外径)、内径 di(胴内径)の円筒(胴)を横

置きにして両端を単純支持し、鉛直方向に 6.51×106Nの等分布荷重が負荷する場合に

ついて解析する。 

 

(4)-② 

 

〃 

ロ－Ａ 

－１０２ 
胴部をこの円筒とみなして曲げ応力を計算した場合の計算条件と計算結果を(ロ)-第

Ａ.30表に示す。本輸送物は、軸に垂直な方向の荷重により圧潰することはない。 

(ロ)-A-107 胴部をこの円筒とみなして曲げ応力を計算した場合の計算条件と計算結果を(ロ)-第

A.30表に示す。本核燃料輸送物は、軸に垂直な方向の荷重により圧潰することはない。 

 

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－１０２ 

 

(ロ)-A-107 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１０３ 
本輸送物は、軸方向の荷重により圧潰することはない。 (ロ)-A-109 本核燃料輸送物は、軸方向の荷重により圧潰することはない。 (4)-② 

ロ－Ａ 

－１０３ 

 

(ロ)-A-109 

 

 

(4)-② 

- (表記なし) (ロ)-A-109 以上より、容器本体の構造健全性が維持されるので、密封部の健全性が維持される。

なお、実際に核燃料輸送物を積み重ねた場合には緩衝体部分が積み重なり、外筒や蓋部

及び底部中性子遮蔽材カバーには荷重が作用しないため、遮蔽解析に影響を及ぼすよう

な破損は生じない。また、荷重条件が一般の試験条件に包絡されることから、緩衝体変

形量についても、(ロ)章 D の遮蔽解析で考慮している 0.3m 自由落下試験で想定される

変形量に包絡される。 

(4)-① 

 

ロ－Ａ 

－１０４ 
Ａ.5.5 貫 通 

本項では、重量 6 kg、直径 3.2 cmの軟鋼棒が 1mの高さから本輸送物外表面で最も

板厚の薄い緩衝体カバープレート（板厚  mm）へ落下するとした場合に、緩衝体カバ

ープレートが破断せず軟鋼棒は内部に貫通しないことを示す。 

(ロ)-A-110 A.5.5 貫通 

本項では、重量 6kg、直径 3.2cmの軟鋼棒が 1mの高さから本核燃料輸送物外表面で

最も板厚の薄い緩衝体カバープレート(板厚 mm)へ落下するとした場合に、緩衝体カ

バープレートが破断せず軟鋼棒は内部に貫通しないことを示す。 

 

(4)-② 

 

ロ－Ａ 

－１０４ 
その他の箇所のせん断に要するエネルギーは、緩衝体カバープレートより大きいた

め、せん断破損はおこらず、熱解析及び遮蔽解析への影響は無視できる。 

(ロ)-A-110 その他の箇所のせん断に要するエネルギーは、緩衝体カバープレートより大きいた

め、せん断破損は起こらず、密封部の健全性が維持され、また、熱解析及び遮蔽解析へ

の影響は無視できる。 

 

(4)-② 

 

ロ－Ａ 

－１０５ 
Ａ.5.6 角又は縁落下 

本輸送物は、鋼製の円筒形で重量は 132.6 トンであり、角又は縁落下は該当しない。 

(ロ)-A-111 A.5.6 角又は縁落下 

本核燃料輸送物は、鋼製の円筒形で重量は 132.6トンであり、角又は縁落下は該当

しない。 

 

(4)-② 

 

ロ－Ａ 

－１０５ 
１．解析結果の要約 

一般の試験条件下における輸送物に対する評価結果の要約を(ロ)-第Ａ.33 表に示

す。表に示すように、自由落下試験により緩衝体に永久変形が生じるが、各試験条件

下において輸送物各部はＡ.1.2に定めた基準を満足し、構造上の健全性が損なわれる

ことはない。 

(ロ)-A-111 1. 解析結果の要約 

一般の試験条件下における核燃料輸送物に対する評価結果の要約を(ロ)-第 A.33表

に示す。表に示すように、0.3m自由落下試験及び積み重ね試験により緩衝体に永久変

形が生じるが、各試験条件下において核燃料輸送物各部は(ロ)章 A.1.2に定めた基準

を満足し、構造上の健全性が損なわれることはない。 

 

(4)-② 

(以下同様) 

ロ－Ａ 

－１０６ 

 

(ロ)-A-112 

 

 

 

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－１０７ 

 

(ロ)-A-113 

 

 

(4)-② 

(以下同様) 

ロ－Ａ 

－１０８ 

 

(ロ)-A-114 

 

 

 

(4)-② 

〃 

50



 

別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－１０９ 

 

(ロ)-A-115 

 

 

 

(4)-② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〃 

ロ－Ａ 

－１１０ 
Ａ.6 特別の試験条件 

本節では、本輸送物が規則及び告示に規定された特別の試験条件下において、

Ａ.1.2に示す基準を満足することを示す。 

特別の試験条件は強度試験に引きつづいて熱的試験が行われるとする。熱的試験に

影響を及ぼす強度試験による変形は、輸送物の熱的性能に関係する緩衝体の変形であ

る。9m 落下試験と 1m 貫通試験の試験順序の違いによってこれらの破損または変形に

有意な差は生じないので、これらに引きつづく熱的試験においては、強度試験の順序

の違いは輸送物に影響を与えない。 

(ロ)-A-116 A.6 特別の試験条件 

本節では、本核燃料輸送物が外運搬規則及び外運搬告示に規定された特別の試験条

件下において、(ロ)章 A.1.2に示す基準を満足することを示す。 

特別の試験条件は強度試験に引き続いて熱的試験(火災試験)が行われるとする。熱

的試験(火災試験)に影響を及ぼす強度試験による変形は、核燃料輸送物の熱的性能に

関係する緩衝体の変形である。9m 落下試験と 1m 貫通試験の試験順序の違いによって

これらの破損又は変形に有意な差は生じないので、これらに引き続く熱的試験(火災

試験)においては、強度試験の順序の違いは核燃料輸送物に影響を与えない。 

 

(4)-② 

(以下同様) 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－１１０ 
Ａ.6.1 強度試験・落下試験Ⅰ（9m落下時） 

連続して起こる特別の試験の第 1番目は、輸送物が最大損傷を受けるよう、平らな

降伏しない落下試験台上に 9mの高さから輸送物を落下させるものである。 

本項では、輸送物が 9m落下した場合、その落下エネルギーが、容器本体端部に取付

けられた緩衝体の変形によって吸収され、輸送物に加わる衝撃力が十分緩和されるこ

とを示し、それに対する輸送物の健全性を検討する。 

(ロ)-A-116 A.6.1 強度試験・落下試験Ⅰ(9m落下時) 

連続して行われる特別の試験の第 1番目は、核燃料輸送物が最大損傷を受けるよう、

平らな降伏しない落下試験台上に 9m の高さから核燃料輸送物を落下させるものであ

る。 

本項では、核燃料輸送物が 9m落下した場合、その落下エネルギーが、容器本体端部

に取り付けられた緩衝体の変形によって吸収され、核燃料輸送物に加わる衝撃力が十

分緩和されることを示し、それに対する核燃料輸送物の健全性を検討する。 

 

(4)-② 

(以下同様) 

 

ロ－Ａ 

－１１０ 
(1) 解析する落下姿勢 

輸送物が最大破損を受ける落下方向としては次の 4種類を考える。 

① 垂直落下 

② 水平落下 

③ コーナー落下（落下点が輸送物の重心を通る鉛直線上にある場合） 

④ 傾斜落下 

ここで、傾斜落下については、垂直落下、水平落下及びコーナー落下との比較によ

り評価する。 

(2) 解析方法 

緩衝体の変形量と衝撃力の計算方法は、Ａ.5.3.1に示す方法と同様に行う。 

(ロ)-A-116 (1) 解析する落下姿勢 

核燃料輸送物が最大破損を受ける落下方向としては次の 4種類を考える。 

①垂直落下 

②水平落下 

③コーナー落下(落下点が核燃料輸送物の重心を通る鉛直線上にある場合) 

④傾斜落下 

ここで、傾斜落下については、落下試験及び水平落下の結果に基づき評価する。 

(2) 解析方法 

緩衝体の変形量と衝撃力の計算方法は、(ロ)章 A.5.3.1に示す方法と同様に行う。 

 

(4)-② 

(以下同様) 

 

ロ－Ａ 

－１１０ 

 

(ロ)-A-116 

 

(4)-② 

〃 

ロ－Ａ 

－１１１ 
ここで、Ｆ：解析で求めた衝撃力 (N) 

  ｍ：輸送物重量 (kg) 

(ロ)-A-117 ここで、 

F：解析で求めた衝撃力(N) 

m：核燃料輸送物最大総重量(kg) 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１１１ 
(ロ)-第Ａ.35 表に示す通り、9m 落下試験時において輸送物の緩衝体に圧潰変形が生じ

る。 

(ロ)-A-117 (ロ)-第 A.35表に示すとおり、9m落下試験時において核燃料輸送物の緩衝体に圧潰変形

が生じる。 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１１２ 
(1) 解析モデル 

Ａ.5.3.2と同様に、主に三次元有限要素を用いた三次元 1/2解析モデルを用いる。 

(ロ)-A-118 (1) 解析モデル 

(ロ)章 A.5.3.2と同様に、主に三次元有限要素を用いた三次元 1/2解析モデルを用

いる。 

 

(4)-② 

 

ロ－Ａ 

－１１２ 
a. 荷重条件 

頭部垂直落下時に作用する荷重は次のとおりである。 

(ロ)-A-118 a. 荷重条件 

頭部 9m 垂直落下時に作用する荷重は次のとおりである。 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１１２ 
底部垂直落下時に作用する荷重は次のとおりである。 (ロ)-A-118 底部 9m垂直落下時に作用する荷重は次のとおりである。 (4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－１１３ 

 

(ロ)-A-119 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)-② 

(以下同様) 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－１１４ 

 

(ロ)-A-120 

 

 

(4)-② 

(以下同様) 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－１１５ 
a. 容器本体 

主な位置（(ロ)-第Ａ.29図参照）に対する頭部垂直落下時の一次応力強さ及び蓋ボ

ルトの評価結果を(ロ)-第Ａ.36表に、また、底部垂直落下時の一次応力強さ及び蓋ボ

ルトの評価結果を(ロ)-第Ａ.37表に示す。 

それぞれの表に示すように、すべての評価位置においてＡ.1.2に示す解析基準値を

満足する。 

(ロ)-A-121 a. 容器本体 

主な位置((ロ)-第 A.29 図参照)に対する頭部 9m 垂直落下時の一次応力強さ及び蓋

ボルトの評価結果を(ロ)-第 A.36 表に、また、底部 9m 垂直落下時の一次応力強さ及

び蓋ボルトの評価結果を(ロ)-第 A.37 表に示す。 

それぞれの表に示すように、全ての評価位置において(ロ)章 A.1.2に示す解析基準

値を満足する。 

 

(4)-② 

(以下同様) 

 

ロ－Ａ 

－１１７ 

 

(ロ)-A-123 

 

 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１１８ 

 

(ロ)-A-124 

 

 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１１８ 
注 2) ＰL：一次局部膜応力強さ、Ｐb：一次曲げ応力強さ、Ｑ：二次応力強さ、 

σm：平均引張応力、σm＋σb：平均引張応力＋曲げ応力 

(ロ)-A-124 注 2) PL：一次局部膜応力強さ、Pb：一次曲げ応力強さ、Q：二次応力強さ、 

σm：平均引張応力、σb：曲げ応力 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１１９ 

 

(ロ)-A-125 

 

 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１２０ 

 

(ロ)-A-126 

 

 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１２０ 
注 2) ＰL：一次局部膜応力強さ、Ｐb：一次曲げ応力強さ、Ｑ：二次応力強さ、 

σm：平均引張応力、σm＋σb：平均引張応力＋曲げ応力 

(ロ)-A-126 注 2) PL：一次局部膜応力強さ、Pb：一次曲げ応力強さ、Q：二次応力強さ、 

σm：平均引張応力、σb：曲げ応力 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１２１ 
２．バスケット 

垂直落下時にバスケットに生じる応力は、Ａ.5.3.2と同様に求める。 

(ロ)-A-127 2. バスケット 

垂直落下時にバスケットに生じる応力は、(ロ)章 A.5.3.2と同様に求める。 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１２１ 

 

(ロ)-A-127 

 

 

 

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－１２２ 
(1) 解析モデル 

Ａ.5.3.2と同様に、主に三次元有限要素を用いた三次元 1/2解析モデルを用いる。 

(ロ)-A-128 (1) 解析モデル 

(ロ)章 A.5.3.2と同様に、主に三次元有限要素を用いた三次元 1/2解析モデルを用

いる。 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１２２ 
a. 荷重条件 

水平落下時に作用する荷重は次のとおりである。 

(ロ)-A-128 a. 荷重条件 

9m水平落下時に作用する荷重は次のとおりである。 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１２２ 
・内部の収納物等（バスケット及び燃料集合体）の慣性力が胴内面に作用する。 (ロ)-A-128 ・内部の収納物等(バスケット及び燃料集合体)の慣性力が胴内面に働く。 (4)-② 

ロ－Ａ 

－１２２ 
b. 境界条件 

上・下部の緩衝体が取付く面（反力を受ける面）の上・下それぞれ 1箇所の落下方

向の変位を拘束した。 

(ロ)-A-128 b. 境界条件 

上・下部の緩衝体が取り付けられる面(反力を受ける面)の上・下それぞれ 1箇所の

落下方向の変位を拘束した。 

 

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のため

の違いは省略する。 

変
更
前 

ページ ロ－Ａ－１２３ 

 

変
更
後 

ページ (ロ)-A-129 

 

変
更
内
容 

(4)-① 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－１２４ 
a. 容器本体 

水平落下時の主要な位置（(ロ)-第Ａ.29 図参照）に対する一次応力強さの評価結

果を(ロ)-第Ａ.39表に示す。表に示すように、すべての評価位置においてＡ.1.2に

示す解析基準値を満足する。 

(ロ)-A-130 a. 容器本体 

9m 水平落下時の主要な位置((ロ)-第 A.29 図参照)に対する一次応力強さの評価結

果を(ロ)-第 A.39 表に示す。表に示すように、全ての評価位置において(ロ)章 A.1.2

に示す解析基準値を満足する。 

 

(4)-② 

〃 

ロ－Ａ 

－１２５ 

 

(ロ)-A-131 

 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１２６ 

 

(ロ)-A-132 

 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１２６ 
注 2) ＰL：一次局部膜応力強さ、Ｐb：一次曲げ応力強さ、σm：平均引張応力、 

σm＋σb：平均引張応力＋曲げ応力 

(ロ)-A-132 注 2) PL：一次局部膜応力強さ、Pb：一次曲げ応力強さ、σm：平均引張応力、 

σb：曲げ応力 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１２７ 
(1) バスケットプレート（横板） 

水平落下時にバスケットプレート（横板）に生じる応力は、Ａ.5.3.2と同様に求め

る。 

(ロ)-A-133 (1) バスケットプレート(横板) 

水平落下時にバスケットプレート(横板)に生じる応力は、(ロ)章 A.5.3.2と同様に

求める。 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１２７ 

 

(ロ)-A-133 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１２９ 
(2) バスケットプレート（縦板） 

水平落下時にバスケットプレート（縦板）に生じる応力は、Ａ.5.3.2と同様に求め

る。 

(ロ)-A-135 (2) バスケットプレート(縦板) 

水平落下時にバスケットプレート(縦板)に生じる応力は、(ロ)章 A.5.3.2と同様に

求める。 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１２９ 

 

(ロ)-A-135 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１３０ 

 

(ロ)-A-136 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１３１ 
Ａ.6.1.3 コーナー落下 

(ロ)-第Ａ.35表に示すように、コーナー落下時の衝撃加速度は、垂直落下及び水平

落下に比べて同等もしくは小さい。 

(ロ)-A-137 A.6.1.3 コーナー落下 

(ロ)-第 A.35表に示すように、コーナー落下時の衝撃加速度は、垂直落下及び水平

落下に比べて同等又は小さい。 

 

 

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－１３１ 
１．一次蓋ボルト 

頭部コーナー落下時に、一次蓋ボルトには、一次蓋自重及び内部の収納物（バスケ

ット及び燃料集合体）の慣性力並びに胴内圧及び一二次蓋間圧力による引張応力が生

じる。ここで、初期締付力、熱応力、胴内圧及び一二次蓋間圧力によって一次蓋ボル

トとフランジ部とは釣合った状態になっているが、コーナー落下時、一次蓋ボルトに

は、一次蓋自重と収納物の慣性力が外力としてボルトに加わる。 

(ロ)-A-137 1. 一次蓋ボルト 

頭部コーナー落下時に、一次蓋ボルトには、一次蓋自重及び内部の収納物(バスケッ

ト及び燃料集合体)の慣性力並びに胴内圧及び一二次蓋間圧力による引張応力が生じ

る。ここで、初期締付力、熱応力、胴内圧及び一二次蓋間圧力によって一次蓋ボルト

とフランジ部とは釣合った状態になっているが、コーナー落下時、一次蓋自重と収納

物の慣性力が外力として一次蓋ボルトに加わる。 

 

 

 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１３２ 
(3) ボルトに生じる引張応力 

各荷重によりボルトに生じる引張応力σt（MPa）は、次式で与えられる。 

(ロ)-A-138 (3) 一次蓋ボルトに生じる引張応力 

各荷重により一次蓋ボルトに生じる引張応力σt(MPa)は、次式で与えられる。 

(4)-② 

〃 

ロ－Ａ 

－１３２ 

 

(ロ)-A-138 

 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１３２ 
２．二次蓋ボルト 

頭部コーナー落下時に、二次蓋ボルトには、二次蓋自重及び蓋間圧力による引張応

力が生じる。ここで、初期締付力、熱応力及び蓋間圧力によってボルトとフランジ部

とは釣合った状態になっているが、コーナー落下時、二次蓋ボルトには二次蓋自重の

慣性力が外力としてボルトに加わる。 

(ロ)-A-138 2. 二次蓋ボルト 

頭部コーナー落下時に、二次蓋ボルトには、二次蓋自重及び蓋間圧力による引張応

力が生じる。ここで、初期締付力、熱応力及び蓋間圧力によって二次蓋ボルトとフラ

ンジ部とは釣合った状態になっているが、コーナー落下時、二次蓋自重の慣性力が外

力として二次蓋ボルトに加わる。 

 

 

(4)-② 

 

〃 

ロ－Ａ 

－１３２ 
(3) ボルトに生じる引張応力 

各荷重によりボルトに生じる引張応力σt（MPa）は、一次蓋と同様に求める。 

(ロ)-A-139 (3) 二次蓋ボルトに生じる引張応力 

各荷重により二次蓋ボルトに生じる引張応力σt(MPa)は、一次蓋と同様に求める。 

(4)-② 

〃 

ロ－Ａ 

－１３３ 

 

(ロ)-A-139 

 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１３３ 
３．三次蓋ボルト 

頭部コーナー落下時に、三次蓋ボルトには、三次蓋自重及び蓋間圧力による引張応

力が生じる。ここで、初期締付力、熱応力及び蓋間圧力によって三次蓋ボルトとフラ

ンジ部とは釣合った状態になっているが、コーナー落下時、三次蓋ボルトには三次蓋

自重の慣性力が外力としてボルトに加わる。 

(ロ)-A-139 3. 三次蓋ボルト 

頭部コーナー落下時に、三次蓋ボルトには、三次蓋自重及び蓋間圧力による引張応

力が生じる。ここで、初期締付力、熱応力及び蓋間圧力によって三次蓋ボルトとフラ

ンジ部とは釣合った状態になっているが、コーナー落下時、三次蓋自重の慣性力が外

力として三次蓋ボルトに加わる。 

 

 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１３３ 
(3) ボルトに生じる引張応力 (ロ)-A-140 (3) 三次蓋ボルトに生じる引張応力 (4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－１３３ 

 

(ロ)-A-140 

 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１３４ 
Ａ.6.1.4 傾斜落下 

傾斜落下については、落下方向がコーナー落下と垂直落下との間の場合と、コーナ

ー落下と水平落下の間の場合がある。前者の場合は、落下エネルギーの一部が輸送物

を垂直方向に回転させるのに費やされるので、エネルギーの吸収は垂直落下とコーナ

ー落下よりも小さくなり、これらのいずれよりも条件が厳しくなることはない。また、

後者の場合、細長い輸送物では落下エネルギーの一部が輸送物の回転運動エネルギー

となり二次衝突側の吸収エネルギーが増加する場合がある。本輸送物は直径に対する

長さの比が約 1.9 と小さく細長い輸送物には該当しないが、Ａ.10.3 に示すように細

長い輸送物に関する解析例をもとにした二次衝撃側の衝撃加速度の影響を評価して

も、傾斜落下時に輸送物の健全性が損なわれることはない。 

(ロ)-A-141 A.6.1.4 傾斜落下 

傾斜落下については、落下方向がコーナー落下と垂直落下との間の場合と、コーナ

ー落下と水平落下の間の場合がある。前者の場合は、落下エネルギーの一部が核燃料

輸送物を垂直方向に回転させるのに費やされるので、エネルギーの吸収は垂直落下と

コーナー落下よりも小さくなり、これらのいずれよりも条件が厳しくなることはな

い。 

一方、後者の場合、細長い核燃料輸送物では落下エネルギーの一部が核燃料輸送物

の回転運動エネルギーとなり二次衝突側の吸収エネルギーが増加する場合がある。本

核燃料輸送物は直径に対する長さの比が約 1.9と小さく細長い核燃料輸送物には該当

しないが、(ロ)章 A.10.3 に示すように細長い核燃料輸送物に関する解析例をもとに

した二次衝撃側の衝撃加速度の影響を評価しても、傾斜落下時に核燃料輸送物の健全

性が損なわれることはない。 

 

 

(4)-② 

(以下同様) 

 

ロ－Ａ 

－１３４ 
１．結果の要約 

9m落下試験の衝撃加速度と緩衝体変形量の要約は(ロ)-第Ａ.35表のとおりである。

本試験では、緩衝体は変形するが、緩衝体は容器から外れることはない。 

(ロ)-A-141 1. 結果の要約 

9m落下試験の衝撃加速度と緩衝体変形量の要約は(ロ)-第 A.35表のとおりである。

なお、緩衝体変形量は設計基準変形量以下であり、容器本体に発生する衝撃加速度が

急激に上昇することはない。本試験では、緩衝体は変形するが、緩衝体は輸送容器本

体から外れることはない。 

 

 

(4)-② 

(以下同様) 

 

ロ－Ａ 

－１３４ 
２．結果の検討 

9m落下試験による塑性変形は、緩衝体及びバスケットに生じるが、容器本体の構造

上の健全性が損なわれることはない。 

以上の解析及び評価は、周囲温度 38℃の高温側の環境下に対して行った。低温側の

環境下に対しては、Ａ.4.2に示すように、低温になっても材料は脆化等がなく、機械

的性質が低下することがないので、輸送物の構造上の健全性に問題はない。 

(ロ)-A-141 2. 結果の検討 

9m落下試験による塑性変形は、緩衝体及びバスケットに生じるが、輸送容器本体の

構造上の健全性が損なわれることはない。 

以上の解析及び評価は、周囲温度 38℃の高温側の環境下に対して行った。低温側の

環境下に対しては、(ロ)章 A.4.2に示すように、低温になっても材料は脆化等がなく、

機械的性質が低下することがなく、また(ロ)章 A.6.1に示すように応力は基準値を満

足するため、核燃料輸送物の構造上の健全性は維持され、密封性は維持される。 

 

(4)-② 

(以下同様) 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－１３４ 
Ａ.6.2 強度試験・落下試験Ⅱ（1m落下時） 

本項では、9m落下試験に引き続いて 1m貫通試験が起こるとして輸送物が 1m高さか

ら直径 150mmの軟鋼棒へ落下した場合に対して、輸送物が耐えることを解析によって

示す。 

1m貫通試験は、輸送物が最大損傷をうけるよう垂直及び水平方向に落下し、衝突時

に輸送物の重心の真下に軟鋼棒があるとして解析した。 

これ以外の落下は、落下エネルギーが回転モーメントとして作用するので輸送物に

対して上記落下より大きな損傷を生じることはない。 

(ロ)-A-142 A.6.2 強度試験・落下試験Ⅱ(1m落下時) 

本項では、9m 落下試験に引き続いて 1m 貫通試験が行われるとして核燃料輸送物が

1m高さから直径 150mmの軟鋼棒へ落下した場合に対して、核燃料輸送物が耐えること

を解析によって示す。 

1m貫通試験は、核燃料輸送物が最大損傷をうけるよう垂直及び水平方向に落下し、

衝突時に核燃料輸送物の重心の真下に軟鋼棒があるとして解析した。 

これ以外の落下は、落下エネルギーが回転モーメントとして作用するので核燃料輸

送物に対して上記落下より大きな損傷を生じることはない。 

 

(4)-② 

(以下同様) 

 

ロ－Ａ 

－１３６ 

 

(ロ)-A-143 

 

(4)-② 

 

〃 

ロ－Ａ 

－１３６ 
注 1）

 

 

(ロ)-A-143 注 1) 

 

 

 

(4)-② 

 

ロ－Ａ 

－１３６ 

 

(ロ)-A-143 

 

 

(4)-② 

〃 

ロ－Ａ 

－１３６ 
押し抜きせん断によって胴がせん断破壊を引起すのに必要な力Ｆ(N)は、１．の(1)と

同様に求める。計算条件と計算結果を(ロ)-第Ａ.52表に示す。胴が貫通されることはな

い。 

(ロ)-A-144 押し抜きせん断によって胴がせん断破壊を引き起こすのに必要な力 F(N)は、(ロ)章

6.2 の 1.(1)と同様に求める。計算条件と計算結果を(ロ)-第 A.52 表に示す。胴が貫通

されることはない。 

(4)-② 

 

ロ－Ａ 

－１３７ 

 

(ロ)-A-144 

 

(4)-② 

 

〃 

ロ－Ａ 

－１３７ 
以上の解析及び評価は周囲温度 38℃の高温側の環境下に対して行った。低温側の環境

下に対しては、Ａ.4.2に示すように低温になっても材料は脆化等がなく、機械的性質が

低下することがないので、輸送物の構造上の健全性に問題はない。 

(ロ)-A-144 以上の解析及び評価は周囲温度 38℃の高温側の環境下に対して行った。低温側の環境

下に対しては、(ロ)章 A.4.2に示すように低温になっても材料は脆化等がなく、機械的

性質が低下することがないので、核燃料輸送物の構造上の健全性は維持されるため、密

封性能が損なわれることはない。 

 

(4)-② 

(以下同様) 

ロ－Ａ 

－１３８ 
１．温度 

輸送物各部の最高温度はロ章Ｂの熱解析から求まる。各部位の最高温度と解析基準

値を定める温度を(ロ)-第Ａ.53表に示す。 

(ロ)-A-145 1. 温度 

核燃料輸送物各部の最高温度は(ロ)章 Bの熱解析から求まる。各部位の最高温度と

解析基準値を定める温度を(ロ)-第 A.53表に示す。 

 

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－１４０ 
１．応力計算 

本項では、特別の試験条件下における容器本体各部の熱応力と圧力による応力の計

算を行う。Ｂ.5.3に示す温度分布と輸送容器各部の圧力を荷重条件とし、解析は有限

要素法による ABAQUSコードを用いて行う。 

(ロ)-A-147 1. 応力計算 

本項では、特別の試験条件下における容器本体各部の熱応力と圧力による応力の計

算を行う。(ロ)章 B.5.3に示す温度分布と輸送容器各部の圧力を荷重条件とし、解析

は有限要素法による ABAQUSコードを用いて行う。 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１４０ 
(1) 解析モデル 

Ａ.5.1.3 と同様に、主に三次元有限要素を用いた(ロ)-第Ａ.8 図に示す三次元 1/2

解析モデルを用いる。 

(ロ)-A-147 (1) 解析モデル 

(ロ)章 A.5.1.3 と同様に、主に三次元有限要素を用いた(ロ)-第 A.8 図に示す三次

元 1/2解析モデルを用いる。 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１４０ 
a. 荷重条件 

Ｂ.5.3 に示される容器本体の温度差が一番大きくなる火災発生 30 分後における温

度分布（(ロ)-第Ｂ.17図参照）、胴内圧（  MPaG）、一二次蓋間圧力（  MPaG）、

二三次蓋間圧力（  MPaG）を荷重条件とする。 

(ロ)-A-147 a. 荷重条件 

(ロ)章 B.5.3 に示される容器本体の温度差が一番大きくなる火災発生 30 分後にお

ける温度分布((ロ)-第 B.17図参照)、胴内圧( MPaG)、一二次蓋間圧力( MPaG)、

二三次蓋間圧力( MPaG)を荷重条件とする。 

 

(4)-② 

- (記載なし) (ロ)-A-147 なお、側部中性子遮蔽材充填空間及び底部中性子遮蔽材充填空間の圧力は、

。 

また、一次蓋ボルト、二次蓋ボルト及び三次蓋ボルトにはそれぞれ初期締付力(

N/本、 N/本、 N/本)を考慮する。 

(4)-① 

 

〃 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－１４１ 

 

(ロ)-A-148 

 

 

(4)-① 

(以下同様) 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－１４２ 
１．容器本体各部 

(ロ)-第Ａ.29 図に示す容器本体の主要な評価位置における一次応力及び蓋ボルト

の応力の評価結果を、(ロ)-第Ａ.55表に示す。表に示すように、いずれの応力もＡ.1.2

に定めた解析基準値以下である。 

(ロ)-A-149 1. 容器本体各部 

(ロ)-第 A.29図に示す容器本体の主要な評価位置における一次応力及び蓋ボルトの

応力の評価結果を、(ロ)-第 A.55表に示す。表に示すように、いずれの応力も(ロ)章

A.1.2に定めた解析基準値以下である。 

なお、三次蓋ボルトは三次蓋と異なる材質のため、運搬中に予想される-20～38℃の

周囲温度の変化により軸力が変化する。仮に周囲温度-20℃で三次蓋ボルトを締め付

けた後特別の試験条件下に置かれた場合は、ステンレス鋼製の三次蓋と合金鋼製の三

次蓋ボルトの熱膨張係数の差により三次蓋ボルトの軸力が約 14%増加するものの余裕

率が 0.14 以上あるため、また周囲温度 38℃で締め付けた後特別の試験条件下に置か

れた場合には、軸力が約 6%減少するものの Oリングを締め付けるために必要な軸力を

維持しているため、三次蓋ボルトに緩みや破損を生じることはない。一方、一次蓋ボ

ルトと二次蓋ボルトは、それぞれ一次蓋と二次蓋との温度の差及び熱膨張係数の差が

小さく、軸力の変化は軽微であることから、緩みや破損を生じることはない。 

 

 

(4)-② 

 

(4)-① 

 

ロ－Ａ 

－１４３ 

 

(ロ)-A-150 

 

 

 

(4)-② 

 

ロ－Ａ 

－１４４ 

 

(ロ)-A-151 

 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１４４ 
注 2) ＰL：一次局部膜応力強さ、Ｐb：一次曲げ応力強さ、Ｑ：二次応力強さ、 

σm：平均引張応力、σm＋σb：平均引張応力＋曲げ応力 

(ロ)-A-151 注 2) PL：一次局部膜応力強さ、Pb：一次曲げ応力強さ、Q：二次応力強さ、 

σm：平均引張応力、σb：曲げ応力 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１４５ 
Ａ.6.4 浸 漬 

本輸送物の収納物は、最大放射能量がＡ2値の 10万倍を超えるので、Ａ.7において

200m 浸漬に相当する水頭圧で解析を行い、密封装置の破損のないことを確認してい

る。 

特別の試験条件の 15m浸漬試験においては、200m浸漬試験の負荷条件より厳しくな

いため、Ａ.1.2で定めた基準を満足する。 

ここでは、15m浸漬試験における三次蓋の強度を確認する。 

(ロ)-A-152 A.6.4 浸漬 

本核燃料輸送物の収納物は、最大放射能量が A2値の 10 万倍を超えるので、(ロ)章

A.7において 200m浸漬に相当する水頭圧で解析を行い、胴、底板及び三次蓋の破損の

ないことを確認している。 

特別の試験条件の 15m浸漬試験においては、強化浸漬試験の負荷条件より厳しくな

いため、胴、底板及び三次蓋は、(ロ)章 A.1.2で定めた基準を満足するが、外運搬規

則及び外運搬告示に基づいて 15m浸漬試験における三次蓋の強度を確認する。 

なお、ここでは内圧を真空(-0.101325MPaG)とし、15m の水圧(0.15MPa)と内圧の差

圧(0.251325MPa)を外圧とする。 

 

(4)-② 

(4)-① 

 

(4)-② 

(4)-① 

〃 

ロ－Ａ 

－１４５ 
計算条件と計算結果を(ロ)-第Ａ.56表に示す。三次蓋は、外圧に対して十分な強度を

有する。なお、上記の発生応力値は ℃における三次蓋の材料の設計降伏点（Ｓy＝156 

MPa）より低く、また外圧は蓋を押し付けるように作用するので、蓋Ｏリングの密封性能

は 15m浸漬時において保持される。 

(ロ)-A-152 計算条件と計算結果を(ロ)-第 A.56表に示す。三次蓋は、外圧に対して十分な強度を

有する。なお、上記の発生応力値は ℃における三次蓋の材料の設計降伏点

(Sy=156MPa)より低く、また外圧は蓋を押し付けるように作用するので、蓋 Oリングの密

封性能は 15m浸漬試験において保持される。 

 

 

 

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－１４５ 

 

(ロ)-A-153 

 

 

(4)-② 

- (記載なし) (ロ)-A-153 また、外筒及び底部中性子遮蔽材カバーは内部空間にそれぞれ MPaG 及び MPaG

の内圧が生じているが、水深 15m の水圧(0.15MPa)が外圧として負荷されることで差圧

が緩和されるため、遮蔽解析に影響を及ぼすような破損は生じない。 

(4)-① 

ロ－Ａ 

－１４６ 
１．解析結果の要約 

特別の試験条件下における輸送物に対する結果の要約を(ロ)-第Ａ.57表に示す。表

に示すように、各試験条件において輸送物各部はＡ.1.2に定めた基準を満足し構造上

の健全性が損なわれることはない。 

(ロ)-A-153 1. 解析結果の要約 

特別の試験条件下における核燃料輸送物に対する結果の要約を(ロ)-第 A.57表に示

す。表に示すように、各試験条件において核燃料輸送物各部は(ロ)章 A.1.2に定めた

基準を満足し構造上の健全性が損なわれることはない。 

 

(4)-② 

〃 

 

ロ－Ａ 

－１４６ 
２．破損の要約 

特別の試験条件下における輸送物の主な破損の要約を(ロ)-第Ａ.58表に示す。 

 

(ロ)-A-153 2. 破損の要約 

特別の試験条件下における核燃料輸送物の主な破損の要約を(ロ)-第 A.58 表に示

す。 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１４７ 

 

(ロ)-A-154 

 

 

 

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－１４８ 

 

(ロ)-A-155 

 

 

 

 

(4)-② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)-① 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－１４９ 

 

(ロ)-A-156 

 

 

 

(4)-② 

(以下同様) 

 

 

 

 

 

 

 

ロ－Ａ 

－１５０ 

 

(ロ)-A-157 

 

 

(4)-② 

(以下同様) 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－１５１ 
１．外圧に対する胴の耐圧強度 

本輸送物の収納物は、最大放射能量がＡ2値の 10万倍を超えるので、200m浸漬に相

当する水頭圧での解析を行う。 

(ロ)-A-158 1. 外圧に対する胴の耐圧強度 

本核燃料輸送物の収納物は、最大放射能量が A2値の 10万倍を超えるので、200m

浸漬に相当する水頭圧での解析を行う。 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１５１ 

 

(ロ)-A-158 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１５２ 

 

(ロ)-A-159 

 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１５２ 
３．外圧に対する蓋の強度 

蓋の強度解析モデルを(ロ)-第Ａ.34図に示す。三次蓋と二次蓋、二次蓋と一次蓋そ

れぞれの隙間が十分に小さいことから、三次蓋と二次蓋、二次蓋と一次蓋が接触する

と考えられる。したがって、評価板厚ｔは一次蓋の板厚とする。 

(ロ)-A-160 3. 外圧に対する蓋の強度 

蓋の強度解析モデルを(ロ)-第 A.34図に示す。三次蓋と二次蓋、二次蓋と一次蓋そ

れぞれの隙間が十分に小さいことから、三次蓋と二次蓋、二次蓋と一次蓋が接触する

と考えられる。したがって、評価板厚 t は一次蓋の板厚とし、保守的に薄肉部 mm

を用いる。 

 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１５３ 

 

(ロ)-A-160 

 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１５４ 
Ａ.8 放射性収納物 

本輸送物の放射性収納物は、BWR 使用済燃料集合体であり、BWR 燃料集合体の構造

図を(イ)-第Ｄ.1図に示す。 

(ロ)-A-161 A.8 放射性収納物 

本核燃料輸送物の放射性収納物は、BWR 使用済燃料集合体であり、BWR 燃料集合体

の構造図を(イ)-第 D.1図に示す。 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１５４ 
燃料集合体の強度解析については、一般の試験条件である 0.3m 落下時に輸送容器と

等しく落下衝撃を受けるものとして行っている。その結果、燃料被覆管の強度上の余裕

は十分あり、燃料被覆管内の核分裂生成物は、外部に放散されることはない。 

(ロ)-A-161 燃料集合体の強度解析については、一般の試験条件である 0.3m 自由落下試験時に輸

送容器と等しく落下衝撃を受けるものとして行っている。その結果、燃料被覆管の強度

上の余裕は十分あり、燃料被覆管内の燃料又は核分裂生成物は、外部に放散されること

はない。 

(4)-② 

 

〃 

ロ－Ａ 

－１５５ 
Ａ.9 核分裂性輸送物 

本輸送物は核分裂性輸送物に該当する。したがって本項では、ロ章Ｅ 臨界解析にお

いて想定する輸送物の損傷状態を、以下の試験条件に対して評価する。 

なお、本輸送物は周囲温度-20℃以上で使用し、Ａ.4.2に示すとおり周囲温度-20～

38℃の温度条件でき裂、破損等の生じるおそれはない。 

(ロ)-A-162 A.9 核分裂性輸送物 

本核燃料輸送物は核分裂性輸送物に該当する。したがって本項では、(ロ)章 E 臨界

解析において想定する核燃料輸送物の損傷状態を、以下の試験条件に対して評価す

る。 

なお、本核燃料輸送物は周囲温度-20℃以上で使用し、(ロ)章 A.4.2 に示すとおり

周囲温度-20～38℃の温度条件で亀裂、破損等の生じるおそれはない。 

 

(4)-② 

(以下同様) 

 

68



 

別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－１５５ 
Ａ.9.1 核分裂性輸送物に係る一般の試験条件 

核分裂性輸送物に係る一般の試験条件は、告示により次の 4種類が定められており、

(ⅰ)の条件においた後（ⅱ）～（ⅳ）に条件の下に置く。 

 (ⅰ) 水噴霧 

 (ⅱ) 0.3m自由落下 

 (ⅲ) 積み重ね試験 

 (ⅳ) 6kg棒貫通試験 

ロ章Ｅ.臨界解析における評価方法を考慮して、影響する輸送物の損傷状態をＡ.5

の解析結果をもとに評価すると次のようになる。 

(ロ)-A-162 A.9.1 核分裂性輸送物に係る一般の試験条件 

核分裂性輸送物に係る一般の試験条件は、外運搬告示により次の 3種類が定められ

ている。 

(a) 水噴霧・落下試験 

(ⅰ) 水噴霧試験 

(ⅱ) 0.3m自由落下試験 

(b) 積み重ね試験 

(c) 6kg棒貫通試験 

(ロ)章 E臨界解析における評価方法を考慮して、影響する核燃料輸送物の損傷状態

を(ロ)章 A.5の解析結果をもとに評価すると次のようになる。 

 

(4)-② 

(以下同様) 

 

ロ－Ａ 

－１５５ 
１．水噴霧 

Ａ.5.2と同一であり、輸送物に損傷はない。 

２．0.3m自由落下 

Ａ.5.3と同一であり、緩衝体に変形が生じるがそれ以外の部位に損傷はない。 

(ロ)-A-162 1. 水噴霧・落下試験 

(ⅰ) 水噴霧試験 

(ロ)章 A.5.2と同一であり、核燃料輸送物に損傷はない。 

(ⅱ) 0.3m自由落下試験 

(ロ)章 A.5.3と同一であり、緩衝体に変形が生じるがそれ以外の部位に損傷はない。 

(4)-② 

(以下同様) 

 

ロ－Ａ 

－１５５ 
３．積み重ね試験 

Ａ.5.4と同一であり、輸送物に損傷はない。 

(ロ)-A-162 2. 積み重ね試験 

(ロ)章 A.5.4と同一であり、緩衝体に変形が生じるがそれ以外の部位に損傷はない。 

(4)-② 

(4)-① 

ロ－Ａ 

－１５５ 
４．6kg棒貫通試験 

Ａ.5.5と同一であり、輸送物に損傷はない。 

(ロ)-A-162 3. 6kg棒貫通試験 

(ロ)章 A.5.5と同一であり、軟鋼棒は緩衝体カバープレートを貫通しない。 

(4)-② 

(4)-① 

ロ－Ａ 

－１５５ 
以上の結果より、核分裂性輸送物に係る一般の試験条件下における輸送物の損傷状態

は(ロ)-第Ａ.63表のようにまとめられる。本輸送物は、(ロ)-第Ａ.64表に示すように、

核分裂性輸送物に係る一般の試験条件下において、規則及び告示に定められている核分

裂性輸送物としての要件を満足する。 

(ロ)-A-162 以上の結果より、核分裂性輸送物に係る一般の試験条件下における核燃料輸送物の損

傷状態は(ﾛ)－大 A.63表のようにまとめられる。本核燃料輸送物は、(ロ)-第 A.64表に

示すように、核分裂性輸送物に係る一般の試験条件下において、外運搬規則及び外運搬

告示に定められている核分裂性輸送物としての要件を満足する。 

(4)-② 

(以下同様) 

 

ロ－Ａ 

－１５６ 

 

(ロ)-A-163 

 

 

 

(4)-② 

(以下同様) 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－１５７ 
Ａ.9.2 核分裂性輸送物に係る特別の試験条件 

Ａ.9.1 の核分裂性輸送物に係る一般の試験条件に続いて 15m 浸漬試験が実施され

る場合には、Ａ.6.4に示すように本輸送物の損傷が拡大することはないので、本輸送

物に関する核分裂性輸送物に係る特別の試験条件は最大破損条件となる以下の順序

で実施する。 

 ① Ａ.9.1の核分裂性輸送物に係る一般の試験条件 

 ② 9m 落下試験 

 ③ 1m 貫通試験 

 ④ 熱的試験(耐火) 

 ⑤ 0.9m浸漬試験 

ここで、核分裂性輸送物に係る一般の試験条件としては、(ロ)-第Ａ.63表に示すよ

うに損傷がある落下試験を採用する。 

ロ章Ｅ.臨界解析における評価方法を考慮して、影響する輸送物の損傷状態を評価

すると次のようになる。 

１．核分裂性輸送物に係る一般の試験条件のうち落下試験 

本試験条件における輸送物の損傷状態は(ロ)-第Ａ.63表に示すとおりである。 

(ロ)-A-164 A.9.2 核分裂性輸送物に係る特別の試験条件 

(ロ)章 A.9.1の核分裂性輸送物に係る一般の試験条件に続いて 15m浸漬試験が実施

される場合には、(ロ)章 A.6.4に示すように本核燃料輸送物の損傷が拡大することは

ないので、本核燃料輸送物に関する核分裂性輸送物に係る特別の試験条件は最大破損

条件となる以下の順序で実施する。 

①(ロ)章 A.9.1の核分裂性輸送物に係る一般の試験条件 

②9m落下試験 

③1m貫通試験 

④熱的試験(火災試験) 

⑤0.9m浸漬試験 

ここで、核分裂性輸送物に係る一般の試験条件としては、(ロ)-第 A.63表に示すよ

うに損傷がある 0.3m自由落下試験を採用する。 

(ロ)章 E臨界解析における評価方法を考慮して、影響する核燃料輸送物の損傷状態

を評価すると次のようになる。 

1. 核分裂性輸送物に係る一般の試験条件のうち落下試験 

本試験条件における核燃料輸送物の損傷状態は(ロ)-第 A.63 表に示すとおりであ

り、緩衝体の変形のみを考慮する必要がある。 

 

(4)-② 

(以下同様) 

 

ロ－Ａ 

－１５７ 
Ａ.9.1 の 0.3m 落下と 9m 落下の落下方向が同一の場合に緩衝体の変形量が最大にな

ると考えられるので、この場合について検討を行う。 

(ロ)-A-164 (ロ)章 A.9.1の 0.3m自由落下試験と 9m落下試験の落下方向が同一の場合に緩衝体の

変形量が最大になると考えられるので、より厳しい条件として、0.3m と 9m の合計であ

る 9.3m の高さから落下させる場合(以下「9.3m 落下試験」という。)について検討を行

う。 

(4)-② 

(以下同様) 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－１５８ 

 

(ロ)-A-165 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)-② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〃 

ロ－Ａ 

－１５９ 
(2) 9m 落下試験時の変形量と衝撃加速度 

落下高さとしては、0.3m 落下と 9m 落下の合計 9.3m を与える。落下エネルギーＥK

は、Ａ.6.1の 1.と同様に与えられる。計算条件と計算結果を(ロ)-第Ａ.65表に示す。 

(ロ)-A-166 (2) 9.3m落下試験時の変形量と衝撃加速度 

落下高さとしては、0.3m 落下と 9m 落下の合計 9.3m を与える。落下エネルギーEK

は、(ロ)章 A.6.1の 1と同様に与えられる。計算条件と計算結果を(ロ)-第 A.65表に

示す。 

(4)-② 

 

〃 

ロ－Ａ 

－１５９ 

 

(ロ)-A-166 

 

 

(4)-② 

〃 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－１５９ 
Ａ.6.1の２.に示す手法を用いて、変形量δ及び衝撃加速度ＧAを求める。緩衝体の累

積変形量及び衝撃加速度は、(ロ)-第Ａ.66表に示す通りである。 

(ロ)-A-166 (ロ)章 A.6.1の 2に示す手法を用いて、変形量δ及び衝撃加速度 GAを求める。緩衝体

の累積変形量及び衝撃加速度は、(ロ)-第 A.66表に示すとおりである。 

また、比較のため(ロ)章 A.6.1 に示す 9m 落下試験の各落下姿勢で想定した設計加速

度を併記する。 

(4)-② 

 

〃 

ロ－Ａ 

－１５９ 
(ロ)-第Ａ.66表 9m 落下試験時における緩衝体の累積変形量と衝撃加速度 (ロ)-A-166 (ロ)-第 A.66表 9.3m落下試験時における緩衝体の累積変形量と衝撃加速度 (4)-② 

ロ－Ａ 

－１６０ 
(3) 容器本体及びバスケットの構造健全性評価 

本落下試験時の衝撃加速度は、Ａ.6.1 に示す 9m 落下試験の各落下試験時で想定し

た設計加速度を上回らない。したがって、Ａ.6.1の評価に包絡されるため、本落下試

験において、容器本体及びバスケットの構造健全性は維持される。 

(ロ)-A-167 (3) 容器本体及びバスケットの構造健全性評価 

9.3m 落下試験時の衝撃加速度は、(ロ)章 A.6.1 に示す 9m 落下試験の各落下姿勢で

想定した設計加速度を上回らない。したがって、(ロ)章 A.6.1の評価に包絡されるた

め、本落下試験において、容器本体及びバスケットの構造健全性は維持される。 

 

(4)-② 

〃 

ロ－Ａ 

－１６０ 
(4) 三次蓋 Oリングの密封性能の評価（変形量の評価） 

本落下試験時の衝撃加速度は、Ａ.6.1 に示す 9m 落下試験の各落下試験時で想定し

た設計加速度を上回らない。したがって、Ａ.6.5の(ロ)-第Ａ.57表に示したように O

リング位置での蓋と胴との相対口開き変位量は基準値に対して十分な余裕を有して

いるため、密封性能が損なわれることはない。 

(ロ)-A-167 (4) 三次蓋 Oリングの密封性能の評価(変形量の評価) 

9.3m 落下試験時の衝撃加速度は、(ロ)章 A.6.1 に示す 9m 落下試験の各落下姿勢で

想定した設計加速度を上回らない。したがって、(ロ)章 A.6.5の(ロ)-第 A.57 表に示

したように Oリング位置での蓋と胴との相対口開き変位量は基準値に対して十分な余

裕を有しているため、密封性能が損なわれることはない。 

 

(4)-② 

〃 

ロ－Ａ 

－１６０ 

 

(ロ)-A-167 

 

 

 

 

 

(4)-② 

 

 

〃 

ロ－Ａ 

－１６０ 
３．1m貫通試験 

１.及び２.の落下試験において緩衝体が変形するが、これらはＡ.6.2に示すように

1m貫通試験に対する評価において関係しない。したがって、本試験における輸送物の

損傷状態はＡ.6.2の結果（Ａ.6.5に示す要約参照）と同一である。 

(ロ)-A-167 3. 1m貫通試験 

(ロ)章 A.9.2の 1及び 2の落下試験において緩衝体が変形するが、これらは(ロ)章

A.6.2に示すように 1m貫通試験に対する評価において関係しない。したがって、本試

験における核燃料輸送物の損傷状態は(ロ)章 A.6.2 の結果((ロ)章 A.6.5 に示す要約

参照)と同一である。 

 

(4)-② 

(以下同様) 

 

ロ－Ａ 

－１６０,

１６１ 

４．熱的試験 

１.及び２.の落下試験における緩衝体の累積変形量は、Ａ.6.1 に示す 9m 落下試験

の各落下試験時の変形量に対して若干増加しているが、緩衝体の変形量増加の熱的試

験への影響は微小である。したがって、本熱的試験における輸送物の損傷評価は

Ａ.6.5の２.と同一となる。 

(ロ)-A-168 4. 熱的試験(火災試験) 

(ロ)章 A.9.2 の 1 及び 2 の落下試験における緩衝体の累積変形量は、(ロ)章 A.6.1

に示す 9m 落下試験の各落下姿勢の変形量に対して若干増加しているが、緩衝体の変

形量増加の熱的試験(火災試験)への影響は微小である。したがって、本熱的試験にお

ける核燃料輸送物の損傷評価は(ロ)章 A.6.5の 2と同一となる。 

(4)-② 

(以下同様) 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－１６１ 
５．0.9m浸漬試験 

Ａ.6.4 の 15m 浸漬試験の結果から明らかなように、0.9m 浸漬試験において輸送物

は損傷が拡大することはない。 

(ロ)-A-168 5. 0.9m浸漬試験 

(ロ)章 A.6.4の 15m浸漬試験の結果から明らかなように、0.9m浸漬試験において核

燃料輸送物は損傷が拡大することはない。 

 

(4)-② 

〃 

ロ－Ａ 

－１６１ 
６．輸送物の損傷状態の要約 

(ロ)-第Ａ.68 表に核分裂性輸送物に係る特別の試験条件下における輸送物の損傷

状態の要約を示す。なお、核分裂性輸送物に係る特別の試験条件下において燃料集合

体の強度評価は行っていないが、9m落下時には

が想定される 13)ことから、燃料集合体については、臨界解析において(ロ)-

第Ａ.69表に示すように条件を設定する。 

(ロ)-A-168 6. 核燃料輸送物の損傷状態の要約 

(ロ)-第 A.68表に核分裂性輸送物に係る特別の試験条件下における核燃料輸送物の

損傷状態の要約を示す。なお、核分裂性輸送物に係る特別の試験条件下において燃料

集合体の強度評価は行っていないが、9.3m落下試験時には

が想定される 16)ことから、燃料集合体については、臨界解析にお

いて(ロ)-第 A.69表に示すように条件を設定する。 

(4)-② 

(以下同様) 

 

ロ－Ａ 

－１６１ 

 

(ロ)-A-168 

 

(4)-② 

(以下同様) 

 

ロ－Ａ 

－１６２ 
Ａ.10.1 スケールモデルを用いた落下試験 (ロ)-A-170 A.10.1 1/3スケールモデルを用いた落下試験 (4)-② 

ロ－Ａ 

－１６２ 
１．試験目的 

本輸送物と類似の 1/3 スケールモデルを用いて、落下試験を実施した 16)。ここで

は、落下試験の試験結果と、特別の試験条件において評価した衝撃加速度、緩衝体変

形量の解析（CRUSH）の結果を比較することで、CRUSHコードを用いた評価手法の妥当

性を確認する。 

(ロ)-A-170 1． 試験目的 

本核燃料輸送物と類似の 1/3スケールモデルを用いた 9m落下試験(垂直及び水平落

下)により容器の加速度と緩衝体変形量を測定し 19)、落下試験の試験結果と、特別の

試験条件において評価した衝撃加速度、緩衝体変形量の解析(CRUSH)の結果を比較す

ることで、CRUSHコードを用いた評価手法の妥当性を確認する。 

 

(4)-② 

〃 

ロ－Ａ 

－１６２ 
① 垂直落下（頭部） 

② 水平落下 

(ロ)-A-170 ①垂直落下(頭部) 

9mの高さから試験体頭部を下側にして垂直姿勢にて落下させる。 

②水平落下 

9mの高さから水平姿勢にて落下させる。 

 

(4)-② 

 

〃 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－１６２ 
３．試験体 

本落下試験に用いた試験体は、本輸送容器と類似の輸送物について基本的な寸法を

1/3 に縮小するとともに、密封部の挙動に影響する蓋部周りの隙間について、可能な

限り 1/3スケールを維持できるように設計した。 

また、主要材料については、本輸送物と同一もしくは同等の材料を使用し、中性子

遮蔽材領域については、中性子遮蔽材の密度と比較的近い軽量コンクリートに置き換

えた。 

(ロ)-A-170 3． 試験体 

本落下試験に用いた試験体は、本輸送容器と類似の核燃料輸送物について基本的な

寸法を 1/3に縮小するとともに、密封部の挙動に影響する蓋部周りの隙間について、

可能な限り 1/3スケールを維持できるように設計した。 

また、主要材料については、本核燃料輸送物と同一又は同等の材料を使用し、中性

子遮蔽材領域については、中性子遮蔽材の密度と比較的近い軽量コンクリートに置き

換えた。 

 

(4)-② 

 

 

〃 

ロ－Ａ 

－１６７ 
1． 試験の概要 

2003 年に原子力安全基盤機構(NUPEC)にて実施された実規模落下試験においては、

実規模の輸送貯蔵兼用容器の 9m 落下試験が実施されている。落下試験体は試験用に

製作された模擬体であるが、外形寸法や重量は実規模輸送貯蔵兼用容器と同等であ

る。 

試験は、頭部垂直落下、水平落下、コーナー落下など複数回行われ、加速度、ひず

み、密封性などの測定結果と動解析との比較などが行われている。 

本試験においては、バスケット及び使用済燃料を模擬した内部収納物の加速度が容

器本体の加速度よりも高くなるという現象が確認された 17)。この現象は、落下時にお

いて内部収納物が容器本体の内面に衝突する影響と考えられ、この加速度差を容器本

体に対する内部収納物の加速度の比で表現すると、頭部垂直落下試験で 2.6倍、水平

落下試験で 1.2倍であった。 

一方、TK-69CHS型輸送物と類似の 1/3 スケールモデル落下試験(Ａ10.1参照)では、

容器本体と内部収納物の加速度比は上記よりも小さくなったが、内部収納物に対して

安全側に、垂直落下に対して 2.6倍、水平落下に対して 1.2倍の加速度増倍率を考慮

した評価を行う。 

(ロ)-A-175 1． 試験の概要 

2003 年に原子力安全基盤機構(JNES)にて実施された金属キャスク貯蔵技術確証試

験においては、実規模の金属キャスクの 9m 落下試験が実施されている。落下試験体

は試験用に製作された模擬体であるが、外形寸法や重量は実機設計の金属キャスクと

同等である。 

試験は、頭部 9m 垂直落下、9m 水平落下、コーナー落下等複数回行われ、加速度、

ひずみ、密封性等の測定結果と動解析との比較等が行われている。 

本試験においては、バスケット及び使用済燃料を模擬した内部収納物の加速度が容

器本体の加速度よりも高くなるという現象が確認された 18)。この現象は、落下時にお

いて内部収納物が容器本体の内面に衝突する影響と考えられ、この加速度差を容器本

体に対する内部収納物の加速度の比で表現すると、頭部 9m 垂直落下時で 2.6 倍、9m

水平落下時で 1.2倍であった。 

一方、TK-69CHS型核燃料輸送物と類似の 1/3スケールモデル落下試験((ロ)章 A10.1

参照)では、容器本体と内部収納物の加速度比は上記よりも小さくなったが、内部収納

物に対して安全側に、垂直落下に対して 2.6倍、水平落下に対して 1.2倍の加速度増

倍率を考慮した評価を行う。 

 

(4)-② 

(以下同様) 

ロ－Ａ 

－１６７ 
２．内部収納物の加速度を考慮した評価 

実規模落下試験体における内部収納物は、重量を模擬することを目的として設計さ

れた燃料集合体とバスケットを一体化した構造物であり、実際の燃料集合体及びバス

ケットは一体ではないことや剛性が異なることなどの相違点はあるが、本輸送物の解

析裕度の確認のため、この試験で得られた加速度増倍率が本輸送物でも生じたと仮定

した場合の影響を評価する。 

(ロ)-A-175 2． 内部収納物の加速度を考慮した評価 

落下試験体における内部収納物は、重量を模擬することを目的として設計された燃

料集合体とバスケットを一体化した構造物であり、実際の燃料集合体及びバスケット

は一体ではないことや剛性が異なること等の相違点はあるが、本核燃料輸送物の解析

裕度の確認のため、本試験で得られた加速度増倍率が本核燃料輸送物でも生じたと仮

定した場合の影響を評価する。 

 

(4)-② 

(以下同様) 

ロ－Ａ 

－１６７ 
(1) 9m落下 (ロ)-A-175 (1) 9m落下試験 (4)-② 

ロ－Ａ 

－１６８ 
a. 垂直落下 (ロ)-A-176 a. 9m垂直落下 (4)-② 

ロ－Ａ 

－１６８ 
内部収納物の衝突を考慮した垂直落下時にバスケットプレートに生じる応力は、

Ａ.5.3.2と同様に求める。 

(ロ)-A-176 内部収納物の衝突を考慮した垂直落下時にバスケットプレートに生じる応力は、(ロ)

章 A.5.3.2と同様に求める。 

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－１６８ 

 

(ロ)-A-176 

 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１６８ 
b. 水平落下 (ロ)-A-176 b. 9m水平落下 (4)-② 

ロ－Ａ 

－１６８ 
ア. バスケットプレート（横板） 

内部収納物の衝突を考慮した水平落下時にバスケットプレート（横板）に生じる応力

は、Ａ.5.3.2と同様に求める。 

(ロ)-A-176 ア. バスケットプレート(横板) 

内部収納物の衝突を考慮した水平落下時にバスケットプレート(横板)に生じる応力

は、(ロ)章 A.5.3.2と同様に求める。 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１６９ 

 

(ロ)-A-177 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１６９ 
臨界評価への影響を確認するため、Ａ.6.1.2 と同様に有限要素法による ABAQUS コー

ドを用いた変形量評価を行う。 

(ロ)-A-177 臨界評価への影響を確認するため、(ロ)章 A.6.1.2と同様に有限要素法による ABAQUS

コードを用いた変形量評価を行う。 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１６９ 
イ. バスケットプレート（縦板） 

内部収納物の衝突を考慮した水平落下時にバスケットプレート（縦板）に生じる応力

は、Ａ.5.3.2と同様に求める。 

(ロ)-A-177 イ. バスケットプレート(縦板) 

内部収納物の衝突を考慮した水平落下時にバスケットプレート(縦板)に生じる応力

は、(ロ)章 A.5.3.2と同様に求める。 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１７０ 

 

(ロ)-A-178 

 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１７０ 
(2) 0.3m落下 (ロ)-A-178 (2) 0.3m自由落下試験 (4)-② 

ロ－Ａ 

－１７０ 
(ロ)-第 A.付 8表 0.3m落下試験時の衝撃加速度 (ロ)-A-178 (ロ)-第 A.付 8表 0.3m自由落下試験時の衝撃加速度 (4)-② 

ロ－Ａ 

－１７０ 
内部収納物の衝突を考慮した垂直落下時にバスケットに生じる応力は、Ａ.5.3.2と同

様に求める。 

(ロ)-A-178 内部収納物の衝突を考慮した垂直落下時にバスケットに生じる応力は、(ロ)章

A.5.3.2と同様に求める。 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１７１ 

 

(ロ)-A-179 

 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１７１ 
ア. バスケットプレート（横板） 

内部収納物の衝突を考慮した水平落下時にバスケットプレート（横板）に生じる応力

は、Ａ.5.3.2 と同様に求める。計算条件と計算結果を(ロ)-第Ａ.付 10 表に示す。バス

ケットプレートに発生する応力は基準値以下である。 

(ロ)-A-179 ア. バスケットプレート(横板) 

内部収納物の衝突を考慮した水平落下時にバスケットプレート(横板)に生じる応力

は、(ロ)章 A.5.3.2と同様に求める。計算条件と計算結果を(ロ)-第 A.付 10 表に示す。

バスケットプレートに発生する応力は基準値以下である。 

 

 

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－１７１ 

 

(ロ)-A-179 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１７１ 
イ. バスケットプレート（縦板） 

内部収納物の衝突を考慮した水平落下時にバスケットプレート（縦板）に生じる応力

は、Ａ.5.3.2 と同様に求める。計算条件と計算結果を(ロ)-第Ａ.付 11 表に示す。バス

ケットプレートに発生する応力は基準値以下である。 

(ロ)-A-179 イ. バスケットプレート(縦板) 

内部収納物の衝突を考慮した水平落下時にバスケットプレート(縦板)に生じる応力

は、(ロ)章 A.5.3.2と同様に求める。計算条件と計算結果を(ロ)-第 A.付 11 表に示す。

バスケットプレートに発生する応力は基準値以下である。 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１７２ 

 

(ロ)-A-180 

 

 

(4)-② 

ロ－Ａ 

－１７２ 
３．まとめ 

以上に示すように、内部収納物の衝突を考慮した 9m落下時及び 0.3m落下時において

も、輸送物各部はＡ.1.2 に定めた基準を満足し構造上の健全性が損なわれることはな

い。 

(ロ)-A-180 3. まとめ 

以上に示すように、内部収納物の衝突を考慮した 9m落下時及び 0.3m落下時において

も、核燃料輸送物各部は(ロ)章 A.1.2に定めた基準を満足し構造上の健全性が損なわれ

ることはない。 

 

 

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ａ 

－１７３ 
Ａ.10.3 傾斜落下時の輸送物健全性 

本輸送物の直径に対する長さの比は約 1.9であり、細長い輸送物には該当しない。

本輸送物に類似の 1/3スケールモデルを用いた落下試験結果によれば、傾斜落下時の

二次衝撃側の衝撃加速度は水平落下より大きく、水平落下時の衝撃加速度に対する比

率は約 1.3倍 16）、及び約 1.2倍 17）である。また、直径に対する長さの比が約 2.5と

本輸送物のそれより少し大きいものの解析例でも、水平落下時の衝撃加速度に対する

傾斜落下時の二次衝撃側の衝撃加速度の比率は約 1.3である 18)。 

いずれにしても、長さと直径の比が本輸送物のように 2程度の輸送物の傾斜落下時

の二次衝撃側の衝撃加速度は、水平落下時の衝撃加速度の約 1.2～1.3 倍程度と考え

られる。 

一方、(ロ)-第Ａ.付 12 表に示す通り、本輸送物の水平落下に対する強度評価にお

いては、CRUSH評価値に対して 倍以上の割増した設計加速度が用いられている。 

さらに、この設計加速度を用いたバスケット及び各蓋ボルトの強度評価では、0.3m

水平落下時((ロ)-第Ａ.26 表、(ロ)-第Ａ.27表及び(ロ)-第Ａ.28表)と 9m水平落下時

((ロ)-第Ａ.39表、(ロ)-第Ａ.40表、(ロ)-第Ａ.41表及び(ロ)-第Ａ.42表)のいずれ

においても、基準値に対する余裕率が少なくとも である。当該強度評価におい

て、バスケット及び各蓋ボルトに生じる応力は負荷される衝撃加速度に比例すること

から、余裕率が であった場合には、衝撃加速度を 倍に割増しても、基準値

を満足することができるといえる。 

以上のことから、本輸送物のバスケット及び各蓋ボルトは強度評価上、水平落下時

の CRUSH 評価値の 1.32 倍（ × ）以上の衝撃加速度が負荷された場合におい

ても、基準値を満足することができる。 

したがって、傾斜落下時に水平落下時の 1.3倍程度の加速度増加があったとしても、

バスケット及び各蓋ボルトの健全性が損なわれることはない。 

(ロ)-A-181 A.10.3 傾斜落下時の核燃料輸送物健全性 

本核燃料輸送物の直径に対する長さの比は約 1.9であり、細長い核燃料輸送物には

該当しない。本核燃料輸送物に類似の 1/3スケールモデルを用いた落下試験結果によ

れば、傾斜落下時の二次衝撃側の衝撃加速度は水平落下より大きく、水平落下時の衝

撃加速度に対する比率は約 1.3倍 18)、及び約 1.2倍 19)である。また、直径に対する長

さの比が約 2.5と本核燃料輸送物のそれより少し大きいものの解析例でも、水平落下

時の衝撃加速度に対する傾斜落下時の二次衝撃側の衝撃加速度の比率は約 1.3である

20)。 

いずれにしても、長さと直径の比が本核燃料輸送物のように 2 程度の核燃料輸送物

の傾斜落下時の二次衝撃側の衝撃加速度は、水平落下時の衝撃加速度の約 1.2～1.3倍

程度と考えられる。 

一方、(ロ)-第 A.付 12表に示すとおり、1/3スケールモデル落下試験結果との比較

において、水平落下に対する衝撃加速度については、CRUSH評価値は 倍の割増し

た評価結果が得られており、加えて、(ロ)-第 A.付 13表に示すとおり、本核燃料輸送

物の水平落下に対する強度評価においては、CRUSH評価値に対して 倍以上の割増

した設計加速度が用いられている。 

さらに、この設計加速度を用いた容器本体、バスケット及び各蓋ボルトの強度評価

では、0.3m 水平落下時((ロ)-第 A.26 表、(ロ)-第 A.27 表及び(ロ)-第 A.28 表)と 9m

水平落下時((ロ)-第 A.39表、(ロ)-第 A.40表、(ロ)-第 A.41表及び(ロ)-第 A.42表)

のいずれにおいても、基準値に対する余裕率が少なくとも である。当該強度評

価において、容器本体、バスケット及び各蓋ボルトに生じる応力は負荷される衝撃加

速度に比例することから、余裕率が であった場合には、衝撃加速度を 倍に

割増しても、基準値を満足することができるといえる。 

以上のことから、本核燃料輸送物の容器本体、バスケット及び各蓋ボルトは強度評

価上、水平落下時の CRUSH 評価値の 1.84 倍( × × )以上の衝撃加速度が

負荷された場合においても、基準値を満足することができる。 

したがって、傾斜落下時に水平落下時の 1.3倍程度の加速度増加があったとしても、

容器本体、バスケット及び各蓋ボルトの健全性が損なわれることはない。 

(4)-② 

〃 

〃 

 

 

〃 

 

 

〃 

 

 

(4)-① 

 

 

 

 

(4)-② 

(以下同様) 

 

- (記載なし) (ロ)-A-181 

 

(4)-① 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

- (記載なし) (ロ)-A-184 9) 10CFR71(2021), ”Packaging and Transportation of Radioactive Material”. 

 

(4)-① 

ロ－Ａ 

－１７６ 

20) ASME Boiler & Pressure Vessel Code Section Ⅷ Division3, 2015 Edition, 

(2015). 

(ロ)-A-184 12) “ASME Boiler & Pressure Vessel Code Section Ⅷ Division3, 2023 

Edition”. 

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ｂ－１ 

 

 

Ｂ.1 概 要 

１．輸送物の熱設計及びその取扱い 

本輸送物の熱放散システムは次のとおりであり、自然冷却にて輸送を行う。 

(ロ)-B-1 

 
B.1 概要 

1. 核燃料輸送物の熱設計及びその取扱い 

本核燃料輸送物の熱放散システムは次のとおりであり、自然冷却にて輸送を行

う。 

 

(4)-② 

ロ－Ｂ－１ 

 
熱解析は、一般の試験条件下における輸送物各部の温度を求め、構成部品の温度が使

用可能温度を超えないことを示すとともに、他の解析への条件を示す。また、一般の試

験条件下の日陰において人の近づきうる表面の最高温度が 85℃以下であることを示す。 

特別の試験条件下においては輸送物各部の温度を求め、構成部品の健全性への影響を

示すとともに、他の解析への条件を示す。 

さらに、一般の試験条件下及び特別の試験条件下における輸送物各部の圧力を求め、

他の解析への条件を示す。 

 

(ロ)-B-1 

 
熱解析は、一般の試験条件下における核燃料輸送物各部の温度を求め、構成部品の温

度が使用可能温度を超えないことを示すとともに、他の解析への条件を示す。また、一

般の試験条件下の日陰において輸送中人が容易に近づくことができる表面(以下「近接

表面」という。)の最高温度が 85℃以下であることを示す。 

特別の試験条件下においては核燃料輸送物各部の温度を求め、構成部品の健全性へ

の影響を示すとともに、他の解析への条件を示す。 

さらに、一般の試験条件下及び特別の試験条件下における核燃料輸送物各部の圧力を

求め、他の解析への条件を示す。 

(4)-② 

(以下同様) 

ロ－Ｂ－１ 

 

 

２．熱解析の条件 

熱解析は、(ロ)-第Ｂ.1表に示す条件で行う。 

輸送物の最大の発熱量（崩壊熱量）は、(イ)-第Ａ.1表に示したように、14.1kW以

下であるが、熱解析ではこれに余裕を見た発熱量とする。 

(ロ)-B-1 

 
2. 熱解析の条件 

熱解析は、(ロ)-第 B.1表に示す条件で行う。 

核燃料輸送物の最大の発熱量(崩壊熱量)は、(イ)-第 A.1 表に示したように 14.1kW

以下であるが、熱解析ではこれに余裕を見た発熱量とする。 

 

 

(4)-② 

79



 

別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のため

の違いは省略する。 

変
更
前 

ページ ロ－Ｂ－２ 

 

変
更
後 

ページ (ロ)-B-2 

 

変
更
内
容 

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ｂ－５ (ロ)-第Ｂ.4 表 材料の熱的性質 (ロ)-B-5 (ロ)-第 B.4表 材料の熱的性質(その他) (4)-② 

ロ－Ｂ－６ 

 
Ｂ.3 構成要素の仕様 

１．三次蓋部シール 

ふっ素ゴム 

(ロ)-B-6 

 
B.3 構成要素の仕様 

1. 三次蓋部シール 

ふっ素ゴム製 Oリング 

 

 

(4)-② 

ロ－Ｂ－６ 

 
Ｂ.4.1 熱解析モデル 

本輸送物の熱解析は、有限要素法による ABAQUSコードを用いて行った。 

(ロ)-B-6 

 
B.4.1 熱解析モデル 

本核燃料輸送物の熱解析は、有限要素法による ABAQUSコードを用いて行った。 

 

(4)-② 

ロ－Ｂ－６ 

 
Ｂ.4.1.1 解析モデル 

１．解析に用いる各モデル 

本輸送物の一般の試験条件下における各部温度を評価するために解析モデ

ルとして以下の３つのモデルを用いた。 

(ロ)-B-6 

 
B.4.1.1 解析モデル 

1. 解析に用いる各モデル 

本核燃料輸送物の一般の試験条件下における各部温度を評価するために解析モ

デルとして以下の 3つのモデルを用いた。 

 

 

(4)-② 

ロ－Ｂ－６ 各モデルにおいて評価する輸送物部位は次のとおりである。 (ロ)-B-6 各モデルにおいて評価する核燃料輸送物部位は次のとおりである。 (4)-② 

ロ－Ｂ－８ 

 
一般の試験条件のうち、水噴霧試験及び積み重ね試験では輸送物は変形しないが、自

由落下試験及び貫通試験において緩衝体に変形を生じる。しかしながら、一般の試験条

件では、緩衝体が変形しないものとする方が収納物の温度を高く評価できる。したがっ

て、一般の試験条件の熱解析では輸送物は変形及び破損はしていないものとする。 

 

(ロ)-B-8 

 
一般の試験条件のうち、水噴霧試験及び積み重ね試験では核燃料輸送物は変形しない

が、0.3m自由落下試験及び 6kg棒貫通試験において緩衝体に変形を生じる。しかしなが

ら、一般の試験条件では、緩衝体が変形しないものとする方が収納物の温度を高く評価

できる。したがって、一般の試験条件の熱解析では核燃料輸送物は変形及び破損はして

いないものとする。 

(4)-② 

(以下同様) 

 

 

ロ－Ｂ 

－１２ 

 

 

(ロ)-B-12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ｂ 

－１４ 

 

 

(ロ)-B-14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)-② 

ロ－Ｂ 

－１６ 

 

 

(ロ)-B-16 

 

 

 

(4)-② 

ロ－Ｂ 

－１６ 

 

注 1) 技術基準上は一日につき 12時間の負荷であるが、解析上は連続照射とする。 

注 2) 技術基準上は「水平に輸送されない下向きの表面」に対しては 200W/m2である

が、解析上は安全側に全ての曲面に対して 400W/m2とする。 

 

(ロ)-B-16 

 
注 1) 外運搬規則及び外運搬告示に定める技術基準上は一日につき 12 時間の負荷であ

るが、解析上は連続照射とする。 

注 2) 外運搬規則及び外運搬告示に定める技術基準上は「水平に輸送されない下向きの

表面」に対しては 200W/m2 であるが、解析上は安全側に全ての曲面に対して

400W/m2とする。 

(4)-② 

 

〃 

ロ－Ｂ 

－１７ 

 

 

(ロ)-B-17 

 

 

 

 

 

(4)-② 

ロ－Ｂ 

－１７ 

 

 

(ロ)-B-17 

 

 

 

 

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ｂ 

－２１ 

 

Ｂ.4.2 最高温度 

一般の試験条件下における、Ｂ.4.1 に記載した解析モデル及び条件に基づいて

求めた輸送物各部の最高温度の結果を(ロ)-第Ｂ.9 表に示す。 

ABAQUS コードで解析して得られた一般の試験条件下で太陽熱放射のある場合

の輸送物とその収納物の各部の温度分布を(ロ)-第Ｂ.10図～(ロ)-第Ｂ.12図に、

また、太陽熱放射のない場合の温度分布を(ロ)-第Ｂ.13 図及び(ロ)-第Ｂ.14 図

に示す。なお、輪切りモデルは全体モデルの燃料集合体領域の最高温度発生断面

をモデル化している。ただし、境界条件となる胴内面と外筒外面の温度は、全体

モデルの胴内面と外筒外面の最高温度を設定している。 

一般の試験条件下において、各部の温度はＢ.3に示す使用可能温度を超えるこ

とはない。 

一般の試験条件下で太陽熱放射のない場合に人が容易に近づきうる表面とし

ては、(ロ)-第Ｂ.9 表に示すように、緩衝体表面は 73℃となり、基準値の 85℃以

下である。外筒外面が 88℃、トラニオン温度は 114℃となり 85℃を超えている

が、外筒外面又はトラニオン部には必要に応じ近接防止金網を取り付けて輸送す

る注)ため、輸送中人が容易に近づきうる表面の温度は 85℃以下である。 

 

(ロ)-B-21 

 
B.4.2 最高温度 

一般の試験条件下における、(ロ)章 B.4.1に記載した解析モデル及び条件に基づ

いて求めた核燃料輸送物各部の最高温度の結果を(ロ)-第 B.9表に示す。 

ABAQUS コードで解析して得られた一般の試験条件下の最高温度評価条件におけ

る核燃料輸送物とその収納物の各部の温度分布を(ロ)-第 B.10図～(ロ)-第 B.12図

に、また、一般の試験条件下の近接表面の最高温度評価条件における温度分布を

(ロ)-第 B.13図及び(ロ)-第 B.14図に示す。なお、輪切りモデルは全体モデルの燃

料集合体領域の最高温度発生断面をモデル化している。ただし、境界条件となる胴

内面と外筒外面の温度は、全体モデルの胴内面と外筒外面の最高温度を設定してい

る。 

一般の試験条件下において、各部の温度は(ロ)章 B.3に示す使用可能温度を超え

ることはない。 

近接表面としては、(ロ)-第 B.9 表に示すように、近接表面の最高温度評価条件

において緩衝体表面は 73℃となり、基準値の 85℃以下である。外筒外面が 88℃、

トラニオン温度は 114℃となり 85℃を超えているが、外筒外面又はトラニオン部に

は必要に応じ近接防止金網を取り付けて輸送する注)ため、近接表面の温度は 85℃以

下である。 

なお、(ロ)章 B.4.1.1に示すとおり、一般の試験条件においては収納物及び緩衝

体の最高温度を高く評価するために緩衝体の変形を考慮していないが、緩衝体表面

積の減少分が全て緩衝体表面温度上昇に寄与する場合、保守側に一般の試験条件の

垂直落下、水平落下及びコーナー落下の緩衝体変形後の形状を包含する形状を考慮

すると、緩衝体の表面積は約 14%減少することになり、緩衝体表面温度は約 79℃と

なるが、技術上の基準に定める 85℃を超えることはない。 

 

(4)-② 

〃 

〃 

 

〃 

 

 

 

 

〃 

 

〃 

 

 

〃 

 

(4)-① 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ｂ 

－２２ 

 

 

(ロ)-B-22 

 

 

 

 

(4)-② 

 

 

 

(4)-① 

 

 

 

 

〃 

 

ロ－Ｂ 

－２６ 

 

(ロ)-第Ｂ.13図 一般の試験条件下の全体モデル温度分布 

（人の近づきうる表面の最高温度評価条件） 

(ロ)-B-26 

 
(ロ)-第 B.13図 一般の試験条件下の全体モデル温度分布 

(近接表面の最高温度評価条件) 

 

(4)-② 

ロ－Ｂ 

－２７ 

 

(ロ)-第Ｂ.14図 一般の試験条件下の輪切りモデル温度分布 

（人の近づきうる表面の最高温度評価条件） 

(ロ)-B-27 

 
(ロ)-第 B.14図 一般の試験条件下の輪切りモデル温度分布 

(近接表面の最高温度評価条件) 

 

(4)-② 

ロ－Ｂ 

－２８ 

 

Ｂ.4.3 最低温度 

本輸送物の最低使用温度条件は、(ロ)-第Ｂ.5表に記載したように-20℃の大気

中において、太陽熱放射を受けず発熱量が 0kWの時であり、輸送物の最低温度は

-20℃である。この温度において、構成材料に悪影響を及ぼすような要因は生じな

い。また、本輸送物は乾式であり、胴内はヘリウムが充填されるため凍結するこ

とはない。 

(ロ)-B-28 

 
B.4.3 最低温度 

本核燃料輸送物の最低温度評価条件は、(ロ)-第 B.5表に記載したように周囲温度 

-20℃において、太陽熱放射がなく崩壊熱量が 0kW のときであり、核燃料輸送物の最

低温度は-20℃である。(ロ)章 A.4.2 に示したように、この温度において、構成材料に

悪影響を及ぼすような要因は生じない。また、本核燃料輸送物は乾式であり、胴内は

ヘリウムが充填されるため凍結することはない。 

 

(4)-② 

(以下同様) 

ロ－Ｂ 

－２８ 

 

Ｂ.4.4 最大内圧 

一般の試験条件下において輸送物に最大内圧を生じるのは、崩壊熱量が

17.56kW、環境温度が 38℃の場合であるので、このときの一次蓋と胴で構成され

る空間の圧力（以下「胴内圧」という。）、一次蓋と二次蓋間の空間の圧力（以下

「一二次蓋間圧力」という。）、二次蓋と三次蓋間の空間の圧力（以下「二三次蓋

間圧力」という。）及び三次蓋と胴で構成される密封装置の圧力（以下「三次蓋－

胴内圧力」という。）の計算方法及び計算結果を示す。 

(ロ)-B-28 

 
B.4.4 最大内圧 

一般の試験条件下において核燃料輸送物に最大内圧を生じるのは、崩壊熱量が

17.56kW、環境温度が 38℃の場合であるので、このときの一次蓋と胴で構成される空

間の圧力(以下「胴内圧」という。)、一次蓋と二次蓋間の空間の圧力(以下「一二次蓋

間圧力」という。)、二次蓋と三次蓋間の空間の圧力(以下「二三次蓋間圧力」という。)

及び三次蓋と胴で構成される密封装置の圧力(以下「三次蓋-胴内圧力」という。)の計

算方法及び計算結果を示す。 

 

(4)-② 

ロ－Ｂ 

－２８ 

 

１．胴内圧 

輸送物の内部には、輸送に先立ち燃料集合体を装荷後、所定の圧力のヘリウムが充

填される。一般の試験条件下でのヘリウムの温度を保守的にバスケット平均温度とす

ると、胴内圧は以下の通り求められる。 

(ロ)-B-28 

 
1. 胴内圧 

核燃料輸送物の内部には、輸送に先立ち燃料集合体を装荷後、所定の圧力のヘリウ

ムが充填される。一般の試験条件下でのヘリウムの温度を保守的にバスケット平均温

度とすると、胴内圧は以下のとおり求められる。 

 

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ｂ 

－２８ 

 

計算条件と計算結果を(ロ)-第Ｂ.10表に示す。なお、設計評価期間中の一二次蓋間ヘ

リウムの胴内への漏えいは十分小さく、漏えいを考慮しても胴内圧は負圧を維持する。 

(ロ)-B-28 

 
計算条件と計算結果を(ロ)-第 B.10表に示す。なお、設計貯蔵期間中の一二次蓋間ヘ

リウムの胴内への漏えいは十分小さく、漏えいを考慮しても胴内圧は負圧を維持する。 

(4)-② 

ロ－Ｂ 

－２９ 

 

３．二三次蓋間圧力 

三次蓋取付け時の二三次蓋間は常温、大気圧の空気とする。また、保守側に二次蓋

シールの密封性が失われ一二次蓋間のヘリウムが漏えいすると仮定すると、一般の試

験条件下での二三次蓋間圧力は、以下の通り求められる。 

(ロ)-B-29 

 
3. 二三次蓋間圧力 

三次蓋取付け時の二三次蓋間は常温かつ大気圧の空気とする。また、保守側に二次

蓋シールの密封性が失われ一二次蓋間のヘリウムが漏えいすると仮定すると、一般の

試験条件下での二三次蓋間圧力は、以下のとおり求められる。 

 

(4)-② 

ロ－Ｂ 

－３０ 

 

計算条件と計算結果を(ロ)-第Ｂ.12表に示す。 

 

(ロ)-B-30 

 
計算条件と計算結果を(ロ)-第 B.12表に示す。 

なお、三次蓋取付け時の周囲温度が仮に-20℃であった場合には空気の密度が大きく

なるため、二三次蓋間圧力は約 %増加する可能性がある。この圧力上昇による三次蓋の

応力増加は最大 3MPa、三次蓋ボルトの応力増加は最大 12MPaであり、(ロ)章 A.5.1の一

般の試験条件の熱的試験、(ロ)章 A.5.3 の一般の試験条件の 0.3m 落下事象、及び(ロ)

章 A.6.1 の特別の試験条件の 9m 落下事象において解析基準値に対して応力増加値以上

の余裕を有していることを確認している。 

 

(4)-① 

 

ロ－Ｂ 

－３２ 

 

Ｂ.4.5 最大熱応力 

一般の試験条件下においては、輸送物に熱応力が生じるが、ロ章Ａ.5.1 に示す

ようにいずれも評価基準を下回る。 

(ロ)-B-33 

 
B.4.5 最大熱応力 

一般の試験条件下においては、核燃料輸送物に熱応力が生じるが、(ロ)章 A.5.1に

示すようにいずれも評価基準を下回る。 

 

(4)-② 

ロ－Ｂ 

－３２ 

 

Ｂ.4.6 結果の要約及びその評価 

一般の試験条件下における熱解析結果の要約と評価を(ロ)-第Ｂ.14表に示す。

本輸送物は以下の通り一般の試験条件の基準を満足している。 

・容易に人の近づきうる部分としての緩衝体表面の最高温度は太陽熱放射なし

の場合において 73℃であり、基準値の 85℃を超えることはない。外筒外面及

びトラニオン温度は 85℃を超えているが、外筒外面又はトラニオン部には必

要に応じ近接防止金網を取り付けて輸送するため、人が容易に近づき得る表

面の温度は 85℃以下である。 

・三次蓋Ｏリングの最高温度は 96℃となり、Ｂ.3 に記載した使用可能温度

180℃を超えることはない。 

・蓋部、底部及び側部の中性子遮蔽材は、その最高温度が 124℃であり、使用

可能温度である 150℃を超えることはない。 

・その他の構成材料についても、悪影響を及ぼすような温度にはならない。 

・周囲温度が-20℃で太陽熱放射なしの場合においては、すべての部位が-20℃

に達するが、輸送物の健全性に問題はない。 

 

(ロ)-B-33 

 
B.4.6 結果の要約及びその評価 

一般の試験条件下における熱解析結果の要約と評価を(ロ)-第 B.14表に示す。本核

燃料輸送物は以下のとおり一般の試験条件の基準を満足している。 

・最高温度評価条件において、三次蓋 O リングの最高温度は 96℃となり、(ロ)章

B.3に記載した使用可能温度 180℃を超えることはない。 

・最高温度評価条件において、一次蓋金属ガスケット及び二次蓋金属ガスケットの

最高温度はそれぞれ 100℃及び 97℃であり、(ロ)章 B.3に記載した使用可能温度

130℃を超えることはない。 

・最高温度評価条件において、蓋部、底部及び側部の中性子遮蔽材は、その最高温

度が 124℃であり、(ロ)章 B.3 に記載した使用可能温度 150℃を超えることはな

い。 

・最高温度評価条件において、上記を除く構成材料についても、健全性に悪影響を

及ぼすような温度にはならない。 

・近接表面の最高温度評価条件において、緩衝体表面の最高温度は 73℃であり、基

準値の 85℃を超えることはない。一方、外筒外面及びトラニオン温度は 85℃を

超えているが、外筒外面又はトラニオン部には必要に応じ近接防止金網を取り付

けて輸送するため、近接表面の温度は 85℃以下である。 

・最低温度評価条件において、周囲温度が-20℃で、太陽熱放射がなく崩壊熱量が

0kWのため、全ての部位が-20℃に達するが、核燃料輸送物の健全性に問題はない。 

 

(4)-② 

(以下同様) 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ｂ 

－３３ 

 

 

(ロ)-B-34 

 

 

 

(4)-① 

(以下同様) 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ｂ 

－３３ 

 

 

(ロ)-B-35 

 

 

 

(4)-① 

(以下同様) 

ロ－Ｂ 

－３４ 

 

Ｂ.5.1 熱解析モデル 

輸送物の熱解析は、有限要素法による ABAQUSコードを用いて行った。 

(ロ)-B-36 

 
B.5.1 熱解析モデル 

核燃料輸送物の熱解析は、有限要素法による ABAQUSコードを用いて行った。 

 

(4)-② 

ロ－Ｂ 

－３４ 
各モデルにおいて評価する輸送物部位は次のとおりである。 (ロ)-B-36 各モデルにおいて評価する核燃料輸送物部位は次のとおりである。 (4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ｂ 

－３４ 

 

特別の試験条件の熱解析は、強度試験（9m 落下試験及び 1m 貫通試験）条件に引き続

いて、耐火試験条件におかれるものとし、落下試験等の影響を以下のように解析モデル

に考慮した。 

(ロ)-B-36 特別の試験条件の熱解析は、強度試験(9m 落下試験及び 1m 貫通試験)条件に引き続い

て、熱的試験(火災試験)条件におかれるものとし、落下試験等の影響を以下のように解

析モデルに考慮した。 

 

(4)-② 

ロ－Ｂ 

－３４ 

 

・1m貫通試験における輸送物の変形は、緩衝体及び外筒に生じる変形である。外筒には

直径 150mmの範囲の変形が生じるが、熱解析結果への影響は無視しうるものであるこ

とから、解析モデルでは外筒が変形しないものとした。また、緩衝体に穴があく可能

性があるが、局所的であり断熱効果への影響は無視しうるものであることから、解析

モデルでは緩衝体の貫通孔はないものとした。 

(ロ)-B-36 

 
・1m貫通試験における核燃料輸送物の変形は、緩衝体及び外筒に生じる変形である。外

筒には直径 150mmの範囲の変形が生じるが、熱解析結果への影響は無視しうるもので

あることから、解析モデルでは外筒が変形しないものとした。また、緩衝体に穴があ

く可能性があるが、局所的であり断熱効果への影響は無視しうるものであることか

ら、解析モデルでは緩衝体の貫通孔はないものとした。 

(4)-② 

ロ－Ｂ 

－４０ 

 

Ｂ.5.2 輸送物の評価条件 

9m 落下試験における輸送物の変形は緩衝体に生じる変形である。緩衝体の変形

量は次のとおり。 

(ロ)-B-42 

 
B.5.2 核燃料輸送物の評価条件 

9m落下試験における核燃料輸送物の変形は緩衝体に生じる変形である。緩衝体の変

形量は次のとおり。 

(2) 

(4)-② 

 

ロ－Ｂ 

－４０ 

 

1m貫通試験における輸送物の変形は、緩衝体及び外筒に生じる変形である。緩衝体は

落下時に穴があく可能性があるが、局所的であるので、断熱効果に大きな変化はない。

また、外筒の最大変形は直径 150mmの範囲の変形である。この変形は局所的であり、外

筒が変形していないと仮定しても、輸送物の熱的性能に影響をおよぼすことはない。 

(ロ)-B-42 

 
1m貫通試験における核燃料輸送物の変形は、緩衝体及び外筒に生じる変形である。緩

衝体は落下時に穴があく可能性があるが、局所的であるので、断熱効果に大きな変化は

ない。また、外筒の最大変形は直径 150mm の範囲の変形である。この変形は局所的であ

り、外筒が変形していないと仮定しても、核燃料輸送物の熱的性能に影響を及ぼすこと

はない。 

(4)-② 

 

 

〃 

 

ロ－Ｂ 

－４０ 

 

Ｂ.5.3 輸送物温度 

特別の試験条件下におけるＢ.5.1 に記載した解析モデル及び条件に基づいて

求めた輸送物各部の最高温度の結果と、そのときの火災発生後からの時間を

(ロ)-第Ｂ.19表に示す。 

ＡＢＡＱＵＳコードで解析して得られた火災発生 30 分後の輸送物各部の温度

分布を(ロ)-第Ｂ.17 図及び(ロ)-第Ｂ.18 図に、また、燃料集合体温度が最も高

くなる火災発生後の58.8時間における温度分布を(ロ)-第Ｂ.19図、(ロ)-第Ｂ.20

図及び(ロ)-第Ｂ.21図に、さらに、時刻歴温度変化を(ロ)-第Ｂ.22図に示す。 

なお、密封境界となる三次蓋Ｏリングの最高温度は 121℃となり、使用限度 48

時間における使用可能温度 260℃を超えることはない。 

(ロ)-B-42 

 
B.5.3 核燃料輸送物温度 

特別の試験条件下における(ロ)章 B.5.1に記載した解析モデル及び条件に基づいて

求めた核燃料輸送物各部の最高温度の結果と、そのときの火災発生後からの時間を

(ロ)-第 B.19表に示す。 

ABAQUS コードで解析して得られた火災発生 30 分後の核燃料輸送物各部の温度分布

を(ロ)-第 B.17図及び(ロ)-第 B.18図に、また、燃料集合体温度が最も高くなる火災

発生後の 58.8時間における温度分布を(ロ)-第 B.19図、(ロ)-第 B.20図及び(ロ)-第

B.21図に、さらに、時刻歴温度変化を(ロ)-第 B.22図に示す。 

なお、密封境界となる三次蓋 O リングの最高温度は 121℃となり、特別の試験条件

下における使用可能温度 260℃を超えることはない。 

(2) 

(4)-② 

(以下同様) 

ロ－Ｂ 

－４８ 

 

Ｂ.5.4 最大内圧 

輸送物の熱解析から、特別の試験条件下において輸送物の胴内圧は、胴内のヘ

リウム及び FP ガスの温度が最高となる時、つまり燃料集合体の温度が最高とな

る火災発生後の 59.4時間の時に最大となる。また、一二次蓋間圧力については、

ヘリウムの温度が最高となる火災発生後の 22.4 時間の時に最大となる。また、

二三次蓋間圧力については、空気の温度が最高となる火災発生後の 8.0時間の時

に最大となる。胴内圧、一二次蓋間圧力、二三次蓋間圧力及び三次蓋－胴内圧力

の計算方法及び計算結果を示す。 

(ロ)-B-50 

 
B.5.4 最大内圧 

核燃料輸送物の熱解析から、特別の試験条件下において核燃料輸送物の胴内圧は、

胴内のヘリウム及び FP ガスの温度が最高となるとき、つまり燃料集合体の温度が最

高となる火災発生後の 59.4 時間のときに最大となる。また、一二次蓋間圧力につい

ては、ヘリウムの温度が最高となる火災発生後の 22.4 時間のときに最大となる。ま

た、二三次蓋間圧力については、空気の温度が最高となる火災発生後の 8.0 時間のと

きに最大となる。胴内圧、一二次蓋間圧力、二三次蓋間圧力及び三次蓋-胴内圧力の計

算方法及び計算結果を示す。 

 

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ｂ 

－５０ 

 

３．二三次蓋間圧力 

特別の試験条件下での空気の温度から、二三次蓋間圧力は、一般の試験条件と同様

に求められる。 

計算条件と計算結果を(ロ)-第Ｂ.22表に示す。 

 

 

(ロ)-B-52 

 
3. 二三次蓋間圧力 

特別の試験条件下での空気の温度から、二三次蓋間圧力は、一般の試験条件と同様

に求められる。 

計算条件と計算結果を(ロ)-第 B.22表に示す。 

なお、三次蓋取付け時の周囲温度が仮に-20℃であった場合には空気の密度が大き

くなるため、二三次蓋間圧力は約 %増加する可能性がある。この圧力上昇による三次

蓋の応力増加は最大 3MPa、三次蓋ボルトの応力増加は最大 12MPaであり、(ロ)章 A.6.3

の特別の試験条件の熱的試験(火災試験)において解析基準値に対して応力増加値以

上の余裕を有していることを確認している。 

 

 

 

 

(4)-① 

ロ－Ｂ 

－５０, 

５１ 

 

４．三次蓋－胴内圧力 

密封解析に使用する三次蓋－胴内圧力としては、設計評価期間中の一次蓋の漏えい

を考慮して一般の試験条件下の圧力を 0.097MPa と仮定し、また、全燃料棒の密封機

能が失われたとして、燃料棒内に封入されていたヘリウム及び FP ガスによる圧力上

昇を考慮し、胴内ガスの特別の試験条件下の温度上昇による圧力上昇を考慮する。 

(ロ)-B-53 

 
4. 三次蓋-胴内圧力 

密封解析に使用する三次蓋-胴内圧力としては、設計貯蔵期間中の一次蓋の漏えい

を考慮して一般の試験条件下の圧力を 0.097MPa と仮定し、また、全燃料棒の密封機

能が失われたとして、燃料棒内に封入されていたヘリウム及び FP ガスによる圧力上

昇を考慮し、胴内ガスの特別の試験条件下の温度上昇による圧力上昇を考慮する。 

 

(4)-② 

ロ－Ｂ 

－５１ 
Ｐc ：設計評価期間中の一次蓋の漏えいを考慮した一般の試験条件下の胴内圧 (MPa) (ロ)-B-53 Pc ：設計貯蔵期間中の一次蓋の漏えいを考慮した一般の試験条件下の胴内圧(MPa) (4)-② 

ロ－Ｂ 

－５２ 

 
 

(ロ)-B-55 

 

 

(4)-② 

ロ－Ｂ 

－５３ 

 

Ｂ.5.5 最大熱応力 

特別の試験条件下における輸送物各部の温度分布はＢ.5.3 に記載したとおり

である。特別の試験条件下において輸送物に生じる熱応力については、ロ章

Ａ.6.3で説明したように、容器本体各部位が熱膨張を拘束しあって生じ、温度差

が最大になる火災発生 30分後に最大熱応力が生じる。 

(ロ)-B-56 

 
B.5.5 最大熱応力 

特別の試験条件下における核燃料輸送物各部の温度分布は(ロ)章 B.5.3に記載した

とおりである。特別の試験条件下において核燃料輸送物に生じる熱応力については、

(ロ)章 A.6.3で説明したように、容器本体各部位が熱膨張を拘束しあって生じ、温度

差が最大になる火災発生 30分後に最大熱応力が生じる。 

 

(4)-② 

〃 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ｂ 

－５３ 

 

Ｂ.5.6 結果の要約及びその評価 

特別の試験条件下における熱解析結果の要約と評価を(ロ)-第Ｂ.24表に示す。

本輸送物の状態は以下のとおりであり、損傷については各解析に反映している。 

・密封境界となる三次蓋Ｏリングの温度は使用限度 48時間における使用可能温

度である 260℃を超えることはなく、特別の試験条件下で密封性能が損なわれ

ることはない。 

・耐火試験による側部中性子遮蔽材の焼損を考慮して、遮蔽解析では安全側にこ

れを 100%無視する。 

・蓋部及び底部中性子遮蔽材は使用可能温度 200℃を超えることはない。しか

し、遮蔽解析では安全側に側部中性子遮蔽材と同様に無視する。 

・臨界解析においては、外筒までをモデル化し、中性子遮蔽材はすべて喪失する

とすることにより、中性子吸収効果を無視し、安全側の解析を行っている。 

・その他の構成材料については、輸送物の健全性に対し悪影響を及ぼす温度には

ならない。 

 

(ロ)-B-56 

 
B.5.6 結果の要約及びその評価 

特別の試験条件下における熱解析結果の要約と評価を(ロ)-第 B.24表に示す。本核

燃料輸送物の状態は以下のとおりであり、損傷については各解析に反映している。 

・密封境界となる三次蓋Oリングの温度は(ロ)章B.3に記載した使用可能温度260℃

を超えることはない。したがって、特別の試験条件下において密封性能が損なわ

れることはない。 

・熱的試験(火災試験)による側部中性子遮蔽材の焼損を考慮して、遮蔽解析では安

全側にこれを 100%無視する。 

・蓋部及び底部中性子遮蔽材の温度は(ロ)章 B.3 に記載した使用可能温度 200℃を

超えることはない。しかし、遮蔽解析では安全側に側部中性子遮蔽材と同様に無

視する。 

・臨界解析においては、外筒までをモデル化し、中性子遮蔽材は全て失われるとし

てモデル化しないことにより、中性子吸収効果を無視し、安全側の解析を行って

いる。 

・その他の構成材料については、核燃料輸送物の健全性に対し悪影響を及ぼす温度

には到達しない。 

(4)-② 

(以下同様) 

ロ－Ｂ 

－５４ 

 

 

(ロ)-B-57 

 

 

 

(4)-① 

(以下同様) 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ｂ 

－５４ 

 

 

(ロ)-B-58 

 

 

 

(4)-① 

(以下同様) 

ロ－Ｂ 

－５５ 

 

Ｂ.6.1.1 全体モデルに用いた対流熱伝達率 

１．輸送物表面と周囲の熱伝達率 

(ロ)-B-59 

 
B.6.1.1 全体モデルに用いた対流熱伝達率 

1. 核燃料輸送物表面と周囲の熱伝達率 

 

(4)-② 

ロ－Ｂ 

－５８ 
Ｂ.6.1.2 輪切りモデルに用いた熱伝達率 (ロ)-B-63 B.6.1.2 輪切りモデルに用いた対流熱伝達率 (4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

- (記載なし) (ロ)-B-65 

 
B.6.3 近接防止金網の温度評価について 

1. 評価の考え方 

以下の考え方に基づき近接防止金網の温度を評価した。((ロ)-第 B.付 2図参照) 

①近接防止金網温度に対応する規則要件は 38℃の日陰における近接可能な容器

表面最高温度を 85℃以下とすることであるから、太陽熱放射を考慮しない。 

②近接防止金網は、当該輸送容器を輸送架台上に設置した際に近接可能な外筒領

域及びトラニオン領域を覆うように取り付けられている。 

③近接防止金網は容器周りに垂直平板状に設けられているため、厚さを持たない

板として考える。 

④近接防止金網は輸送容器と周囲の自然対流を阻害しない形状とすることによ

り熱伝達を干渉しないものと仮定する。したがって、近接防止金網温度を求め

るために使用する輸送容器表面の温度は一般の試験条件(近接表面の最高評価

条件)で得られた結果を用いる。 

⑤温度を求めるに当たっては、自然対流と放射を考慮する。自然対流熱伝達率は

垂直平板の自然対流熱伝達率を用いて評価する。これらを考慮して、容器から

近接防止金網への入熱量と近接防止金網から大気への放熱量がつりあうよう

に近接防止金網温度を定める。 

⑥容器と近接防止金網間にある空気の自然対流の評価において、容器と近接防止

金網の間の空気の温度は近接防止金網温度と容器表面温度の平均温度である

とする。 

(4)-① 

- (記載なし) (ロ)-B-65 

 

 

 

(4)-① 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

- (記載なし) (ロ)-B-66 

 
2. 評価方法 

キャスク本体から近接防止金網への入熱量 Qin 及び近接防止金網から大気への放熱

量 Qout は、それぞれ以下の式で表される。近接防止金網温度 Taは Qin=Qoutを満たす温

度として求めることができる。 

 

Qin=h1(Tave－Ta)＋σFε{(T1＋273.15)4－(Ta＋273.15)4}  ―(1) 

Qout=h0(Ta－T0)＋σε2{(Ta＋273.15)4－(T0＋273.15)4}  ―(2) 

Fε=1/{(1/ε1)＋(1/ε2)－1} 

ここで、 

Qin ：近接防止金網への入熱量(W/m2) 

Qout ：近接防止金網から大気への放熱量(W/m2) 

h1 ：入熱の境界膜温度における垂直平板の自然対流熱伝達率 

(W/(m2・K))((ロ)-第 B.付 2表参照) 

h0 ：放熱の境界膜温度における垂直平板の自然対流熱伝達率 

(W/(m2・K))((ロ)-第 B.付 2表参照) 

T1 ：輸送物外表面温度(℃) 

Tave：輸送物外表面温度と近接防止金網の平均温度(空気)(℃) 

Ta ：近接防止金網温度(℃) 

T0 ：雰囲気温度(℃) 

σ：ステファン・ボルツマン定数(=5.670400×10-8W/(m2・K)) 

Fε：形態係数 

ε1：輸送物外表面放射率(外筒外表面 0.8) 

ε2 ：近接防止金網放射率(1.0) 

(4)-① 

- (記載なし) (ロ)-B-66 

 
3. 評価結果 

近接防止金網温度を(ロ)-第 B.付 4 表に示す。近接防止金網の温度は基準値(85℃)

より低い。 

(4)-① 

 

- (記載なし) (ロ)-B-66 

 

 

 

(4)-① 

 

ロ－Ｂ 

－６１ 

 

4) ASME Boiler and Pressure Vessel Code Section Ⅱ, Part D Properties (Metric), 

(2013). 

 

(ロ)-B-67 

 
4) Part D Properties (Metric)(2023), “ASME Boiler and Pressure Vessel Code  

Section Ⅱ”. 

 

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

- (記載なし) 

 

 

 

 

 

 

(ロ)-B-68 

 
18) (独)原子力安全基盤機構（2009年）, 『平成 20年度 リサイクル燃料資源貯蔵技

術調査等(中間貯蔵設備等長期健全性等試験のうち貯蔵燃料健全性等調査に関する

試験成果報告書)』。 

19) (社)日本機械学会(2008年), 『使用済燃料貯蔵施設規格 金属キャスク構造規格

(2007年版)(JSME S FA1-2007)』。 

20) (一社)日本機械学会(2013年), 『発電用原子力設備規格 材料規格(2012年

版)(JSME S NJ1-2012)』。 

(4)-① 

 

 

 

 

 

 

ロ－Ｂ 

－６２ 

 

17) “Regulations for the Safe Transport of Radioactive Material 2012 Edition”，

INTERNATIONAL ATOMIC ENERGY AGENCY, VIENNA, (2012). 

(ロ)-B-68 

 
21) INTERNATIONAL ATOMIC ENERGY AGENCY VIENNA(2018), “Regulations for the 

Safe Transport of Radioactive Material 2018 Edition”. 

(4)-② 

 

ロ－Ｃ－１ 

 
Ｃ．密封解析 

Ｃ.1 概 要 

本輸送物は、ロ章Ｂに示すように一般の試験条件下において密封境界の内部は負

圧である。したがって、一般の試験条件下における放射性物質の漏えいはないが、

仮に密封境界の内部の圧力が大気圧になる場合を想定し、漏えい試験によって求め

た密封境界からの漏えい率に基づいて放射性物質の密封境界外への漏えい率を評

価し、その漏えい率が一般の試験条件下における放射性物質漏えい率の基準を満足

することを示す。また、特別の試験条件下においては、密封境界の内部が正圧にな

る可能性があるため、同様に、漏えい試験によって求めた密封境界からの漏えい率

に基づいて放射性物質の密封境界外への漏えい率を評価し、その漏えい率が特別の

試験条件下における放射性物質漏えい率の基準を満足することを示す。 

 

(ロ)-C-1 

 
C. 密封解析 

C.1 概要 

本核燃料輸送物は、(ロ)章 B.4.6に示すように一般の試験条件下において密封境

界の内部は負圧である。したがって、一般の試験条件下における放射性物質の漏え

いはないが、仮に密封境界の内部の圧力が大気圧になる場合を想定し、漏えい試験

によって求めた密封境界からの漏えい率に基づいて放射性物質の密封境界外への

漏えい率を評価し、その漏えい率が一般の試験条件下における放射性物質漏えい率

の基準を満足することを示す。また、特別の試験条件下においては、密封境界の内

部が正圧になる可能性があるため、同様に、漏えい試験によって求めた密封境界か

らの漏えい率に基づいて放射性物質の密封境界外への漏えい率を評価し、その漏え

い率が特別の試験条件下における放射性物質漏えい率の基準を満足することを示

す。 

なお、本評価における収納放射能量は、ORIGEN2.2コードを用いて求めた。ま

た、データライブラリは BWR-Uライブラリを用いた。 

 

 

(4)-② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)-① 

 

ロ－Ｃ－２ 

 
溶接部は、その耐熱性（ロ章Ｂ.4.6及びＢ.5.6）ならびに耐寒性（ロ章Ａ.4.2）によ

り、一般及び特別の試験条件下並びに最低使用温度でも健全であり密封性を保つことが

できる。 

(ロ)-C-2 

 
溶接部は、その耐熱性((ロ)章 B.4.6 及び(ロ)章 B.5.6)並びに耐寒性((ロ)章 A.4.2)

により、一般及び特別の試験条件下並びに最低使用温度でも健全であり密封性を保つこ

とができる。 

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ｃ－２ 

 

 

Ｃ.3 一般の試験条件 

一般の試験条件下において密封装置の構造強度が維持され機能が損なわれな

いことはロ章Ａ.5 により確認している。また、ロ章Ｂ.4.6 に示すように一般の

試験条件下における三次蓋と胴で構成される密封装置の圧力（以下「三次蓋－胴

内圧力」という。）は、0.0820 MPaであり、設計評価期間中のヘリウムの内部へ

の漏えいを考慮してもホ章 5.に示すように 0.097 MPa未満である。したがって、

一般の試験条件下において密封装置の加圧を考慮しても三次蓋－胴内圧力は負

圧である。また、一般の試験条件下において密封装置は健全であり漏えいはない。

このように漏えいはないが、仮に密封境界の内部の圧力が大気圧の上限値 0.105 

MPa、外気圧が大気圧の下限値 0.097 MPa であると仮定し、一般の試験条件下に

おける放射性物質漏えい率の基準を満足することを確認する。 

(ロ)-C-2 

 
C.3 一般の試験条件 

一般の試験条件下において密封装置の構造強度が維持され機能が損なわれないこ

とは(ロ)章 A.5により確認している。また、(ロ)章 B.4.6に示すように一般の試験条

件下における三次蓋と胴で構成される密封装置の圧力(以下「三次蓋-胴内圧力」とい

う。)は、0.0820MPaであり、設計貯蔵期間中のヘリウムの内部への漏えいを考慮して

も 0.097MPa 未満である。したがって、一般の試験条件下において密封装置の加圧を

考慮しても三次蓋-胴内圧力は負圧である。また、一般の試験条件下において密封装置

は健全であり漏えいはない。このように漏えいはないが、仮に密封境界の内部の圧力

が大気圧の上限値 0.105MPa、外気圧が大気圧の下限値 0.097MPa であると仮定し、一

般の試験条件下における放射性物質漏えい率の基準を満足することを確認する。 

 

 

 

 

(4)-② 

〃 

 

ロ－Ｃ 

－５,６ 

 

Ｃ.3.2 密封装置の加圧 

密封装置の加圧は、密封装置内のガスの温度上昇及び設計評価期間中の一次蓋

と二次蓋の間に充填されているヘリウムの胴内への漏えいにより生じる。さら

に、全収納物の 0.1％の燃料棒の密封機能が失われ核分裂性生成ガスが胴内に放

出されたと仮定しても、三次蓋と胴で構成される密封装置内の圧力は負圧に維持

される。 

(ロ)-C-6 

 
C.3.2 密封装置の加圧 

密封装置の加圧は、密封装置内のガスの温度上昇及び設計貯蔵期間中の一次蓋と二

次蓋の間に充填されているヘリウムの胴内への漏えいにより生じる。さらに、全収納

物の 0.1%の燃料棒の密封機能が失われ核分裂性生成ガスが胴内に放出されたと仮定

しても、三次蓋と胴で構成される密封装置内の圧力は負圧に維持される。 

 

(4)-② 

ロ－Ｃ－７ 

 
Ｃ.5 結果の要約及びその評価 

密封解析の評価結果は以下に示すとおりであり、本輸送容器の密封性能は規則及

び告示に定められるＢＭ型輸送物に係る技術上の基準に適合する。 

(ロ)-C-8 

 
C.5 結果の要約及びその評価 

密封解析の評価結果は以下に示すとおりであり、本輸送容器の密封性能は外運搬規

則及び外運搬告示に定められる BM型輸送物に係る技術上の基準に適合する。 

 

(4)-② 

〃 

ロ－Ｃ－８ 

 
２．一般の試験条件 

(1) 放射性物質の漏えい 

本輸送物は一般の試験条件下では負圧を維持するため、放射性物質の環境への

漏えいはないが、胴内圧が大気圧上限値まで上昇し、その後大気圧下限値の環境下

に置かれたとしても、一般の試験条件下における放射性物質の漏えい率と基準値

との比率の合計は最大 1.04×10-4であり、放射性物質の漏えい率は基準値Ａ2値×

10-6/hを満足する。 

(ロ)-C-8 

 
2. 一般の試験条件 

(1) 放射性物質の漏えい 

本核燃料輸送物は一般の試験条件下では負圧を維持するため、放射性物質の環境

への漏えいはないが、胴内圧が大気圧上限値まで上昇し、その後大気圧下限値の環

境下に置かれたとしても、一般の試験条件下における放射性物質の漏えい率と基準

値との比率の合計は最大 1.04×10-4であり、放射性物質の漏えい率は基準値 A2値×

10-6/hを満足する。 

 

 

(4)-② 

ロ－Ｃ－９ 

 
3) American National Standard Institute, Inc.,”American National Standard for 

Radioactive materials - Leakage Tests on Packages for Shipment”, ANSI N14.5-

1997, (1998). 

(ロ)-C-9 

 
3) American National Standard Institute, Inc.(2022), “American National 

Standard for Radioactive Materials - Leakage Tests on Packages for 

Shipment”, ANSI N14.5-2022. 

(4)-② 

 

ロ－Ｄ－１ Ｄ.1 概  要 

本輸送物の主要なガンマ線遮蔽材は、(イ)-第Ｃ.5図、(イ)-第Ｃ.6図及び(イ)-第

Ｃ.1表に示すとおり、側部方向には胴及び外筒の炭素鋼等であり、軸方向には蓋部及

び底部の炭素鋼等である。 

(ロ)-D-1 D.1 概要 

本核燃料輸送物の主要なガンマ線遮蔽材は、(イ)-第 C.5 図、(イ)-第 C.6 図及び

(イ)-第 C.1 表に示すとおり、側部方向には胴及び外筒の炭素鋼等であり、軸方向に

は蓋部及び底部の炭素鋼等である。 

 

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ｄ－１ 線源としては核分裂生成物及びアクチノイドによる線源並びに構造材の放射化によ

る線源を考慮した。線源強度は、ORIGEN2.2 コード１）及び放射化計算式により連続照射

を仮定して求めた。 

一般の試験条件下及び特別の試験条件下においては、想定される輸送容器及び収納物

の状態を考慮して線量当量率を評価する。線量当量率の計算には、DOT3.5コード２）を用

いた。 

これらの計算から得られた線量当量率は、規則及び告示で定められた基準を満足す

る。 

(ロ)-D-1 線源としては核分裂生成物及びアクチノイドによる線源並びに構造材の放射化によ

る線源を考慮した。線源強度は、ORIGEN2.2 コード 1)及び放射化計算式により連続照射

を仮定して求めた。また、ORIGEN2.2コードによる線源強度計算で用いるライブラリは、

ORIGEN2.2コード内蔵の BWR-Uのデータを使用した。 

一般の試験条件下及び特別の試験条件下においては、想定される輸送容器及び収納物

の状態を考慮して線量当量率を評価した。線量当量率の計算には、DOT3.5コード 2)を用

いた。また、線量当量率評価で用いる断面積ライブラリは、DLC-23/CASK のデータ 3)を

使用した。 

これらの計算から得られた線量当量率は、外運搬規則及び外運搬告示で定められた基

準を満足する。 

 

 

(4)-① 

 

 

(4)-② 

(4)-① 

 

(4)-② 

ロ－Ｄ－３ １．燃料有効部のガンマ線源 

燃料有効部のガンマ線源は、核分裂生成物及びアクチノイドによるものである。

ガンマ線源強度の計算は、ORIGEN2.2コードを用いて行った。計算においては付属書

類Ｄ.6.1に示す軸方向の燃焼度分布を考慮した。 

(ロ)-D-3 1. 燃料有効部のガンマ線源 

燃料有効部のガンマ線源は、核分裂生成物及びアクチノイドによるものである。

ガンマ線源強度の計算は、ORIGEN2.2 コードを用いて行った。計算においては(ロ)章

D.6.1に示す軸方向の燃焼度分布を考慮した。 

 

 

(4)-② 

ロ－Ｄ－４ (ロ)-第Ｄ.3表 燃料有効部のガンマ線の各エネルギーごとの線源強度 

（輸送物１基当り） 

(ロ)-D-4 (ロ)-第 D.3 表 燃料有効部のガンマ線の各エネルギーの線源強度 

(核燃料輸送物 1基当たり) 

(4)-② 

〃 

ロ－Ｄ－５ (ロ)-第Ｄ.4 表 燃料集合体構造材の放射化によるガンマ線源強度 

（輸送物１基当り） 

(ロ)-D-5 (ロ)-第 D.4 表 燃料集合体構造材の放射化によるガンマ線源強度 

(核燃料輸送物 1基当たり) 

 

(4)-② 

ロ－Ｄ－６ Ｄ.2.2中性子源 

燃料中には中性子源となる超ウラン元素が生成される。これらの核種から中性子が

生成する反応は、自発核分裂及び（α，ｎ）反応である。一次中性子源強度の計算は、

ORIGEN2.2コードを用いて行った。計算においては付属書類Ｄ.6.1に示す軸方向の燃

焼度分布を考慮した。 

体系の増倍効果を考慮した全中性子源強度（Ｎｓ）は次式で求められる。 

 Ｎｓ＝Ｎｏ/（1－keff） 

ここで、 

 Ｎｏ ：輸送物１基当りの一次中性子源強度（n/s） 

 keff ：使用済燃料を収納した場合の輸送物の実効増倍率（－） 

ここでは乾燥状態において使用済燃料を収納した場合の輸送物の keff を求

めた。 

(ロ)-D-6 D.2.2 中性子源 

燃料中には中性子源となる超ウラン元素が生成される。これらの核種から中性子が

生成する反応は、自発核分裂及び(α，n)反応である。一次中性子源強度の計算は、

ORIGEN2.2 コードを用いて行った。計算においては(ロ)章 D.6.1 に示す軸方向の燃焼

度分布を考慮した。 

体系の増倍効果を考慮した全中性子源強度(Ns)は次式で求められる。 

NS=NO/(1－keff) 

ここで、 

 No ：核燃料輸送物 1基当たりの一次中性子源強度(n/s) 

 keff ：使用済燃料を収納した場合の核燃料輸送物の実効増倍率(-) 

ここでは乾燥状態において使用済燃料を収納した場合の核燃料輸送物の keff

を求めた。 

 

 

 

(4)-② 

(以下同様) 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ｄ－６ 

 

(ロ)-D-6 

 

 

(4)-② 

 

 

 

 

 

 

 

〃 

 

ロ－Ｄ－８ ① 胴内での燃料集合体の軸方向の移動を考慮し、安全側に蓋部方向、底部方向に移動し

たモデルとする。 

② 緩衝体は、安全側に空気に置き換え、距離のみ考慮する。なお、 に

ついては、安全側に無視する。 

③ 各部寸法はノミナル値とし、寸法公差は密度係数として考慮する。また、中性子遮蔽

材については を密度係数として考慮する。 

④ 側部、蓋部及び底部中性子遮蔽材の劣化として ％の密度減損を考慮する。密度減損

計算は付属書類Ｄ.6.2に示す。 

(ロ)-D-8 ①胴内での燃料集合体の軸方向の移動を安全側に考慮し、頭部方向評価モデルでは蓋部

方向に、底部方向評価モデルでは底部方向に移動したモデルとする。 

②緩衝体は、安全側に空気に置き換え、距離のみ考慮する。なお、 に

ついては、安全側に無視する。 

③各部寸法はノミナル値とし、寸法公差は密度係数として考慮する。また、中性子遮蔽

材については を密度係数として考慮する。 

④側部、蓋部及び底部の中性子遮蔽材については保守側の仮定として %の密度減損を考

慮する。 

(4)-② 

(以下同様) 

ロ－Ｄ 

－１７ 
(ロ)-第Ｄ.2(a)図 通常輸送時及び一般の試験条件下の解析モデル 

（上下部吊上・固縛兼用トラニオン） 

(ロ)-D-17 (ロ)-第 D.2図(a) 通常輸送時及び一般の試験条件下の解析モデル 

(上・下部吊上・固縛兼用トラニオン) 

(4)-② 

ロ－Ｄ 

－２０ 
① １ｍ貫通試験により外筒が部分的に変形することが考えられるので、安全側に貫通

すると仮定して外筒に貫通孔を模擬する。また、耐火試験による側部中性子遮蔽材の

焼損は少ないが、安全側に無視するものとする。 

② 耐火試験による蓋部及び底部中性子遮蔽材の焼損はないが、側部中性子遮蔽材と同

様に安全側に無視するものとする。 

(ロ)-D-20 ①1m貫通試験により外筒が部分的に変形することが考えられるので、安全側に貫通する

と仮定して外筒に貫通孔を模擬する。また、熱的試験(火災試験)により側部中性子遮

蔽材が著しく損傷することはないが、安全側に無視するものとする。 

②熱的試験(火災試験)による蓋部及び底部の中性子遮蔽材の焼損はないが、側部中性子

遮蔽材と同様に安全側に無視するものとする。 

 

(4)-② 

(以下同様) 

 

 

ロ－Ｄ 

－３２ 
Ｄ.4 遮蔽評価 

輸送物の外部の指定場所でガンマ線量当量率、中性子線量当量率を評価するため

に使用した基本手法とコードについて以下に説明する。 

(ロ)-D-32 D.4 遮蔽評価 

核燃料輸送物の外部の指定場所でガンマ線量当量率、中性子線量当量率を評価す

るために使用した基本手法とコードについて以下に説明する。 

 

(4)-② 

ロ－Ｄ 

－３２ 
１．基本手法 

遮蔽計算はガンマ線、中性子共に DOT3.5 コードを用いて行った。 

断面積は、DLC-23/CASKライブラリのデータ４）を使用した。 

(ロ)-D-32 1. 基本手法 

遮蔽計算はガンマ線、中性子ともに DOT3.5コードを用いて行った。 

断面積ライブラリは、DLC-23/CASKのデータ 3)を使用した。 

 

 

(4)-② 

97



 

別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ｄ 

－３２ 
２．計算結果 

各モデルにおける主要部位でのガンマ線量当量率及び中性子線量当量率の計算結

果を(ロ)-第Ｄ.4図、(ロ)-第Ｄ.5図及び(ロ)-第Ｄ.10表～(ロ)-第Ｄ.12表に示す。 

ここでは、頭部、側部及び底部の各エリアにおいて、輸送物表面及び表面から１ｍ

で線量当量率が最大となる位置での線量当量率の合計値及びその内訳を記載してい

る。 

また、(ロ)-第Ｄ.10 表及び(ロ)-第Ｄ.11 表に示すように一般の試験条件下に置か

れた輸送物表面の最高線量当量率は、著しく増加することはない。 

(ロ)-D-32 2. 計算結果 

通常時及び一般の試験条件下の解析モデルにおける主要部位でのガンマ線量当量

率及び中性子線量当量率の計算結果を(ロ)-第 D.4 図、(ロ)-第 D.10 表及び(ロ)-第

D.11表に、特別の試験条件下の解析モデルにおけるガンマ線量当量率及び中性子線量

当量率の計算結果を(ロ)-第 D.5図及び(ロ)-第 D.12表に示す。 

ここでは、頭部、側部及び底部の各エリアにおいて、核燃料輸送物表面及び表面か

ら 1m で線量当量率が最大となる位置での線量当量率の合計値及びその内訳を記載し

ている。 

また、(ロ)-第 D.10表及び(ロ)-第 D.11表に示すように一般の試験条件下に置かれ

た核燃料輸送物表面の最高線量当量率は、著しく増加することはない。 

 

(4)-② 

(以下同様) 

 

ロ－Ｄ 

－３８ 
また、計算から得られた最大線量当量率の要約は(ロ)-第Ｄ.14 表に示すとおりであ

り、規則及び告示で定められた基準を満足する。 

(ロ)-D-38 また、計算から得られた最大線量当量率の要約は(ロ)-第 D.14 表に示すとおりであ

り、使用予定年数(60 年)の中性子遮蔽体の密度減損を考慮した場合においても外運搬

規則及び外運搬告示で定められた基準を満足する。 

 

(4)-② 

ロ－Ｄ 

－３８ 

 

(ロ)-D-38 

 

 

 

 

(4)-② 

ロ－Ｄ 

－３９ 

 

(ロ)-D-39 

 

 

 

(4)-② 

ロ－Ｄ 

－４２ 
Ｄ.6.2 中性子遮蔽材の密度減損 

中性子遮蔽材であるレジン（エチレンプロピレン系ゴム）の長期使用による密

度減損は、劣化パラメータにより次式で表される。 

 ⊿ｗ＝ 6.18×10－4×Ep－5.99 6) 

ここで、 

⊿ｗ ：レジンの密度減損率（％） 

Ep ：劣化パラメータ = T × (17 ＋ ln(t))（－） 

Ｔ  ：レジン温度（K） 

ｔ  ：レジン加熱時間（h） 

設計評価期間中の温度の低下を考慮すると、設計評価期間経過時までのレジンの

減損率は約 %となる。これを丸めて ％の減損があるとして評価する。 

- (削除) (2) 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ｄ 

－４４ 
6)        

             

         

           

- (削除) (2) 

ロ－Ｅ－1 本輸送容器は燃料集合体を装荷後、胴内水が排出され、さらに真空乾燥が行われる。

また、密封性能を有した複数の蓋を有しており、核分裂性輸送物に係る一般及び特別の

試験条件下においても胴内に水が浸入することはない。したがって、胴内を告示第 25条

第１号のただし書きに記載されている「浸水及び漏水を防止する特別な措置が講じられ

た部分」とし、胴内を水で満たさない条件で臨界解析を行うこととする。 

本臨界解析では、核分裂性輸送物に係る特別の試験条件下における輸送容器及び燃料

集合体の変形を考慮し、境界条件として完全反射を仮定することにより、以下の条件よ

り厳しい条件とする。 

① 通常輸送時 

② 輸送物を孤立系の条件に置く場合 

③ 核分裂性輸送物に係る一般の試験条件下に置いた輸送物を孤立系の条件に置く場

合 

④ 核分裂性輸送物に係る特別の試験条件下に置いた輸送物を孤立系の条件に置く場

合 

⑤ 核分裂性輸送物に係る一般の試験条件下に置いた輸送物を配列系の条件に置く場

合 

⑥ 核分裂性輸送物に係る特別の試験条件下に置いた輸送物を配列系の条件に置く場

合 

臨界解析には、SCALEコードシステム１）を用い、実効増倍率（keff）の計算は多群モ

ンテカルロ法による KENO－V.aコード１）を用いて行った。その結果、keffは標準偏差の

３倍を加えても十分未臨界である。 

したがって、本輸送物は上記①～⑥のいずれの条件においても未臨界である。 

(ロ)-E-1 本輸送容器は燃料集合体を装荷後、胴内水が排出され、さらに真空乾燥が行われる。

また、密封性能を有した複数の蓋を有しており、核分裂性輸送物に係る一般及び特別の

試験条件下においても胴内に水が浸入することはない。したがって、胴内を外運搬告示

第 25 条第 1 号のただし書きに記載されている「浸水及び漏水を防止する特別な措置が

講じられた部分」とし、胴内を水で満たさない条件で臨界解析を行うこととする。 

本臨界解析では、核分裂性輸送物に係る特別の試験条件下における輸送容器及び燃料

集合体の変形を考慮し、境界条件として完全反射を仮定することにより、以下の条件よ

り厳しい条件とする。 

①通常輸送時 

②核燃料輸送物を孤立系の条件に置く場合 

③核分裂性輸送物に係る一般の試験条件下に置いた核燃料輸送物を孤立系の条件に

置く場合 

④核分裂性輸送物に係る特別の試験条件下に置いた核燃料輸送物を孤立系の条件に

置く場合 

⑤核分裂性輸送物に係る一般の試験条件下に置いた核燃料輸送物を配列系の条件に

置く場合 

⑥核分裂性輸送物に係る特別の試験条件下に置いた核燃料輸送物を配列系の条件に

置く場合 

臨界解析には、SCALE コードシステム 1)を用い、実効増倍率(keff)の計算は多群モン

テカルロ法による KENO-V.a コード 1)を用いて行った。その結果、keff は標準偏差(σ)

の 3倍を加えても十分未臨界である。 

したがって、本核燃料輸送物は上記①～⑥のいずれの条件においても未臨界である。 

 

 

(4)-② 

(以下同様) 

ロ－Ｅ－４ Ｅ.2.3 中性子吸収材 

(イ)-第Ｃ.13図にバスケットの構造を示す。 

バスケットには中性子吸収材であるほう素が添加されたほう素添加アルミニ

ウム合金を用いている。ほう素添加アルミニウム合金の成分については原子個数

密度をＥ.3.2に示す。 

(ロ)-E-4 E.2.3 中性子吸収材 

バスケットの構造は、(イ)-第 C.13図に示すとおりである。 

バスケットには中性子吸収材であるほう素が添加されたほう素添加アルミニウ

ム合金を用いている。ほう素添加アルミニウム合金の成分については原子個数密度

を(ロ)章 E.3.2に示す。 

 

(4)-② 

 

 

〃 

ロ－Ｅ－９ Ｅ.3.2 解析モデル各領域における原子個数密度 

本臨界解析で用いた輸送物各領域の構成物質の原子個数密度を(ロ)-第Ｅ.2表に、

また均質化燃料領域の構成物質の体積比を(ロ)-第Ｅ.3表に示す。 

(ロ)-E-9 E.3.2 解析モデル各領域における原子個数密度 

本臨界解析で用いた核燃料輸送物各領域の構成物質の原子個数密度を(ロ)-第 E.2

表に、また均質化燃料領域の構成物質の体積比を(ロ)-第 E.3表に示す。 

 

(4)-② 

 

ロ－Ｅ 

－１０ 
(ロ)-第Ｅ.2 表 輸送物各領域の原子個数密度 (ロ)-E-10 (ロ)-第 E.2表 核燃料輸送物各領域の原子個数密度 (4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ｅ 

－１１ 
１．収納物 

本輸送物の最大燃料装荷量は BWR燃料集合体 69体であるため、本解析は最大装荷

量の場合を想定している。 

解析の対象とした(ロ)－第Ｅ.1 表に示す燃料仕様はＥ.2.1に示すとおり keffが

最も大きくなる仕様である。 

(ロ)-E-11 1.収納物 

本核燃料輸送物の最大燃料装荷量は BWR燃料集合体 69体であるため、本解析は最

大装荷量の場合を想定している。 

解析の対象とした(ロ)-第 E.1表に示す燃料仕様は(ロ)章 E.2.1に示すとおり keff

が最も大きくなる仕様である。 

 

(4)-② 

 

〃 

ロ－Ｅ 

－１１ 
また、胴内には核分裂性輸送物に係る特別の試験条件下においても浸水はないため水

が存在しないが、安全側に浸水量を仮定し、水は胴内に均一に存在するとした。 

(ロ)-E-11 また、胴内には核分裂性輸送物に係る特別の試験条件下においても浸水はないため水

が存在しないが、安全側に浸水量を仮定し、水は核燃料輸送物胴内に均一に存在すると

した。 

 

(4)-② 

ロ－Ｅ 

－１１ 
３．中性子吸収材 

ロ章Ａ.9で述べたように、バスケットは核分裂性輸送物に係る特別の試験条件下に

おいて微小変形するが破断することはない。また、胴内中性子束が小さいのでほう素

添加アルミニウム合金が使用期間中に中性子を吸収して効果を失うこともない。 

(ロ)-E-11 3.中性子吸収材 

(ロ)章 A.9で述べたように、バスケットは核分裂性輸送物に係る特別の試験条件下

において微小変形するが破断することはない。また、(ロ)章 F.2に示すように、輸送

容器内の中性子束に対して、ほう素添加アルミニウム合金は使用予定期間中に有意な

性能低下はない。 

 

 

(4)-② 

〃 

ロ－Ｅ 

－１１ 
Ｅ.4.2 輸送物への水の浸入等 

輸送物への水の浸入等に関しては次のとおりである。 

・ロ章Ａ.9に示したように核分裂性輸送物に係る特別の試験条件下においても

密封装置の健全性及び二次蓋の防水機能は保たれるので、胴内への水の浸入

はない。ただし、臨界解析モデルでは 15ｍ浸漬における浸水量に基づいて安

全側に胴内の水量を ｇとし、この水が均一に分散していると仮定した。 

・本臨界解析では緩衝体を無視し、輸送容器の外側で完全反射境界条件として

いるので、輸送物の配列変化による接近により keff がより大きくなること

はない。 

 

(ロ)-E-11 E.4.2 核燃料輸送物への水の浸入等 

核燃料輸送物への水の浸入等に関しては次のとおりである。 

・(ロ)章 A.9に示したように核分裂性輸送物に係る特別の試験条件下においても密

封装置の健全性及び二次蓋の防水機能は保たれるので、核燃料輸送物胴内への水

の浸入はない。ただし、臨界解析モデルでは 15m浸漬試験における浸水量に基づ

いて安全側に胴内の水量を g とし、この水が均一に分散していると仮定し

た。 

・本臨界解析では緩衝体を無視し、輸送容器の外側で完全反射境界条件としている

ので、核燃料輸送物の配列変化による接近により keff がより大きくなることは

ない。 

(2) 

(4)-② 

(以下同様) 

ロ－Ｅ 

－１２ 
Ｅ.4.4 計算結果 

臨界解析の結果を(ロ)-第Ｅ.4 表に示す。本計算は通常輸送時並びに核分裂性

輸送物に係る一般の試験条件下及び特別の試験条件下に置かれた輸送物の孤立

系及び配列系の各状態と比較して安全側の計算であり、十分未臨界である。 

(ロ)-E-12 E.4.4 計算結果 

臨界解析の結果を(ロ)-第 E.4 表に示す。本計算は(ロ)章 E.1 に示す①～⑥の条件

と比較して安全側の計算であり、keffはσの 3倍を加えても十分未臨界である。 

 

(4)-② 

〃 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ｅ 

－１４ 
ベンチマーク解析対象とした PNL-3602 臨界実験の体系は、鉄の反射体に挟まれた３

つのクラスタ（低濃縮ウラン燃料棒を正方格子に配列した体系）の間に中性子吸収材を

設置したものであり、中性子吸収材の種類、板厚、水ギャップ幅及び燃料濃縮度な

ど、輸送物の臨界解析で重要と考えられる要因に関し、数種類の異なる体系で実施さ

れている。実験体系の概要を(ロ)-第Ｅ.4 図に示す。 

この臨界実験体系は周囲を炭素鋼製の厚い胴に囲まれ、各燃料集合体の間にバスケ

ットのほう素添加アルミニウム合金による中性子吸収材を有する本輸送物の臨界解析

体系と類似している。 

ベンチマーク解析は 238GROUPNDF5 ライブラリを用い SCALE コードシステムで行っ

た。(ロ)-第Ｅ.5 表にベンチマーク臨界計算の結果を示す。ベンチマーク解析の結果、

本輸送物の臨界解析に用いた計算コード及び核データは妥当な結果を与えるといえ

る。 

(ロ)-E-14 ベンチマーク解析対象とした PNL-3602 臨界実験の体系は、鉄の反射体に挟まれた 3

つのクラスタ(低濃縮ウラン燃料棒を正方格子に配列した体系)の間に中性子吸収材を

設置したものであり、中性子吸収材の種類、板厚、水ギャップ幅、燃料濃縮度等、核燃

料輸送物の臨界解析で重要と考えられる要因に関し、数種類の異なる体系で実施され

ている。実験体系の概要を(ロ)-第 E.4図に示す。 

この臨界実験体系は周囲を炭素鋼製の厚い胴に囲まれ、各燃料集合体の間にバスケ

ットのほう素添加アルミニウム合金による中性子吸収材を有する本核燃料輸送物の臨

界解析体系と類似している。 

ベンチマーク解析は 238GROUPNDF5 ライブラリを用い SCALE コードシステムで行っ

た。(ロ)-第 E.5 表にベンチマーク臨界計算の結果を示す。ベンチマーク解析の結果、

本核燃料輸送物の臨界解析に用いた計算コード及び核データは妥当な結果を与えると

いえる。 

 

 

(4)-② 

(以下同様) 

 

 

ロ－Ｅ 

－１６ 
本輸送物の臨界解析は、①通常輸送時、②輸送物を孤立系の条件に置く場合、③核分

裂性輸送物に係る一般の試験条件下に置いた輸送物を孤立系の条件に置く場合、④核分

裂性輸送物に係る特別の試験条件下に置いた輸送物を孤立系の条件に置く場合、⑤核分

裂性輸送物に係る一般の試験条件下に置いた輸送物を配列系の条件に置く場合、⑥核分

裂性輸送物に係る特別の試験条件下に置いた輸送物を配列系の条件に置く場合のいず

れの条件よりも厳しい条件で行い、結果は十分未臨界であった。したがって、上記①～

⑥のいずれの条件においても未臨界が維持される。 

 

(ロ)-E-16 本核燃料輸送物の臨界解析は、①通常輸送時、②核燃料輸送物を孤立系の条件に置く

場合、③核分裂性輸送物に係る一般の試験条件下に置いた核燃料輸送物を孤立系の条件

に置く場合、④核分裂性輸送物に係る特別の試験条件下に置いた核燃料輸送物を孤立系

の条件に置く場合、⑤核分裂性輸送物に係る一般の試験条件下に置いた核燃料輸送物を

配列系の条件に置く場合、⑥核分裂性輸送物に係る特別の試験条件下に置いた核燃料輸

送物を配列系の条件に置く場合のいずれの条件よりも厳しい条件で行い、結果は十分未

臨界であった。したがって、上記①～⑥のいずれの条件においても未臨界が維持される。 

(4)-② 

(以下同様) 

 

 

ロ－Ｅ 

－１７ 
Ｅ.7.1 輸送容器の品質管理及び輸送前の密封性能の確認 

本輸送容器については、ハ章に示す品質管理の基本方針に基づいて高度の品質

管理が行われ、参考に示すように、製作中及び製作完了時に十分な検査が行われ

る。また、ニ章に示す保守により性能が維持される。 

輸送前には、ニ章に示すように発送前検査において三次蓋及び二次蓋の気密漏

えい検査が実施され密封性能が確認される。 

(ロ)-E-17 E.7.1 輸送容器の品質管理及び輸送前の密封性能の確認 

本輸送容器については、別紙 2に基づいて高度の品質管理が行われ、参考に示すよ

うに、製作中及び製作完了時に十分な検査が行われる。また、(ハ)章に示す保守によ

り性能が維持される。 

輸送前には、(ハ)章に示すように発送前検査において三次蓋及び二次蓋の気密漏え

い検査が実施され密封性能が確認される。 

 

(1)-③ 

(2) 

 

〃 

ロ－Ｅ 

－１８ 
Ｅ.7.3 取扱い時の臨界解析 

輸送物の取扱い時においては、胴内に水が満たされる。ここでは、胴内に水が

満たされる場合の臨界解析を行う。 

(ロ)-E-18 E.7.3 取扱い時の臨界解析 

核燃料輸送物の取扱い時においては、核燃料輸送物胴内に水が満たされる。ここで

は、核燃料輸送物胴内に水が満たされる場合の臨界解析を行う。 

 

(4)-② 

〃 

ロ－Ｅ 

－１９ 
・バスケットの格子穴内幅の公差を安全側に考慮。なお、取扱い時の条件なので、核分

裂性輸送物に係る特別の試験条件下でのバスケットの微小変形は考慮しない。 

(ロ)-E-19 ・バスケットの格子穴内幅の公差を安全側に考慮。なお、核燃料輸送物の取扱い時の条

件なので、核分裂性輸送物に係る特別の試験条件下でのバスケットの微小変形は考慮

しない。 

(4)-② 

 

ロ－Ｅ 

－２０ 
本臨界解析で用いた輸送物各領域の構成物質の原子個数密度を(ロ)-第Ｅ.付 3表に、

また均質化燃料領域の構成物質の体積比を(ロ)-第Ｅ.付 4表に示す。 

輸送物の keffを最も大きく評価するために、胴内の水の密度は 1.0ｇ/cm3とし、燃料

集合体の温度は常温（20℃）とした。 

(ロ)-E-20 本臨界解析で用いた核燃料輸送物各領域の構成物質の原子個数密度を(ロ)-第 E.付 3

表に、また均質化燃料領域の構成物質の体積比を(ロ)-第 E.付 4表に示す。 

核燃料輸送物の keffを最も大きく評価するために、胴内の水の密度は 1.0g/cm3とし、

燃料集合体の温度は常温(20℃)とした。 

(4)-② 

 

〃 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ｅ 

－２３ 
(ロ)-第Ｅ.付 3表 輸送物各領域の原子個数密度 (ロ)-E-23 (ロ)-第 E.付 3表 核燃料輸送物各領域の原子個数密度 (4)-② 

ロ－Ｅ 

－２４ 
３．計算方法 

臨界計算には、Ｅ.4.3と同様に SCALE コードシステムを用いた。 

(ロ)-E-24 3.計算方法 

臨界計算には、(ロ)章 E.4.3と同様に SCALEコードシステムを用いた。 

 

(4)-② 

ロ－Ｅ 

－２４ 
４．計算結果 

(ロ)-第Ｅ.付 5表に臨界計算の結果を示す。本計算はＥ.4.4に示した臨界計算結果

より中性子実効増倍率が大きくなるが、十分未臨界である。 

(ロ)-E-24 4.計算結果 

(ロ)-第 E.付 5 表に臨界計算の結果を示す。本計算は(ロ)章 E.4.4 に示した臨界計

算結果より中性子実効増倍率が大きくなるが、十分未臨界である。 

 

(4)-② 

ロ－Ｅ 

－２４ 
無限増倍率が 1.3となる燃料集合体モデルは複数考えられるが、バスケットの中性子

吸収効果が小さくなるように燃料棒を配置し、輸送物体系が安全側に評価されるように

する。均一濃縮度の燃料棒配置や内側に低濃縮度燃料棒、外側に高濃縮度燃料棒を配置

する組合せより、内側に高濃縮度燃料棒、外側に低濃縮度燃料棒を配置する組合せの方

が安全側であり、(ロ)-第Ｅ.付 1図に示す燃料集合体モデルは、適切な保守性を有する

ように設定したものである。 

(ロ)-E-24 無限増倍率が 1.3となる燃料集合体モデルは複数考えられるが、バスケットの中性子

吸収効果が小さくなるように燃料棒を配置し、核燃料輸送物体系が安全側に評価される

ようにする。均一濃縮度の燃料棒配置や内側に低濃縮度燃料棒、外側に高濃縮度燃料棒

を配置する組合せより、内側に高濃縮度燃料棒、外側に低濃縮度燃料棒を配置する組合

せの方が安全側であり、(ロ)-第 E.付 1 図に示す燃料集合体モデルは、適切な保守性を

有するように設定したものである。 

 

(4)-② 

ロ－Ｅ 

－２６ 
4) American National Standards Institute, Inc.,“American National Standard for 

Radioactive Materials – Leakage Tests on Packages for Shipment”, ANSI N14.5-

1997, (1998). 

(ロ)-E-26 4) American National Standards Institute, Inc. (2022), “American National 

Standard for Radioactive Materials - Leakage Tests on Packages for 

Shipment”, ANSI N14.5-2022. 

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

表紙 ロ章Ｆ   規則及び告示に対する適合性の評価 表紙 (ロ)章 G 外運搬規則及び外運搬告示に対する適合性の評価 (2) 

ロ－Ｆ－１ Ｆ．規則及び告示に対する適合性の評価 (ロ)-G-1 G. 外運搬規則及び外運搬告示に対する適合性の評価 (2) 

ロ－Ｆ－１ 

 

 

(ロ)-G-1 

 
 

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ｆ－１ 

 

(ロ)-G-2 

 
 

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ｆ－１ (ロ)-G-3  

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ｆ－１ (ロ)-G-4  

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ｆ－２ (ロ)-G-5  

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ｆ－２ 

 

(ロ)-G-6 

 
 

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ｆ－２ 

 

(ロ)-G-7 

 
 

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ｆ－３ 

 

(ロ)-G-8 

 
 

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ｆ－４ 

 

(ロ)-G-9 

 
 

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ｆ－４ 

 

(ロ)-G-10  

(4)-② 
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別紙記載事項の変更前後比較表 

注記）変更箇所を   で示す。なお、誤字・脱字や書式・体裁・項番号の訂正、図表追加等に伴う図表番号の振り直し及び表現の統一のための違いは省略する。 

ページ 変更前 ページ 変更後 変更内容 

ロ－Ｆ－５ 

 

(ロ)-G-11 

 
 

(4)-② 
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